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まえがき 

この 規格 は， ェ業標1^^^化法第12条第1項の規定に基づき， 社団法人 日本 様械 工業 連合会 （JMF) から， 
工業 標準 原案 を 具 して 日 本 工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚 

生 労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 制定 した 日 本 工業規格で あ る 。 
こ の 規格 は ， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 又は 実用新案 権に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 
を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， このような 特許権， 出願 公開 後の 
特許 出願 及び 実用新案 権に 関わる 確認に ついて， 責任 はもたない。 



(3) 



著作権法 によ り 無断での 複製， i^iw は 禁止され ております。 



B 9717-1 ： 2011 (ISO 13856-1 ： 2001) 



白 紙 



(4) 



著作権法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお り ま す。 



日本工業規格 JIS 

B 9717-1 ：2011 

(ISO 13856-1 ： 2001) 

機械 類の 安全性 一 圧力 検知 保護 装置 - 
第 1 部： 圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロアの 
設計 及び 試験の ための 一般 原則 

Safety of machinerv— Pressure-sensitive protective devices — 
Part 1: General principles for design and testing of pressure - sensitive mats 

and pressure-sensitive floors 

序文 

こ の 規格 は， 2001 年に ® 1 版と して 発行され た ISO 13856-1 を 基に， 技術的 内容 及び 構成 を 変更す る こ 

と な く 作成 した 日 本 工業規格で あ る 。 
なお， この 規格で 点線の 下線 を 施して ある 参考 事項 は， 対応 国際規格に はない 事項で ある。 

1 適用 範囲 

この 規格 は， 通常， 足で 踏む ことによって 作動し， 人 を 危険な 機械から 保護す る 保護 装置と しての 圧力 
検知 マット 及び 圧力 検知 フロアに 対する 要求 事項に ついて 規定す る。 この 規格 は， 性能， 表示 及び 文書 化 
の 最小限の 安全 要求 事項 を 示す。 

圧力 検知 マット 及び 圧力 検知 フロア は， 使用す る 動力源， 例えば 電気 式， 液 圧 式， 気体 式， 機械 式な ど 
を 問わない。 

この 規格 は， 次 を 検出す るた めに 設計され た 圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロアに ついて 適用す る。 

a) 体重 35 kg を 超える 人 

b) 体重 20 kg を 超える 人 （例 え ば， 子供） 

体重 20 kg 以下の 人の 検出に は， この 規格 を 適用し ない。 また， この 規格の いかなる 特定の 用途に 関し 
て も， 圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロアの 有効 検知 領域の 寸法 • 構成 を 規定し ない。 
注記 この 規格の 対応 国に き 規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

ISO 13856-1:2001 , Safety oi macninery ― Pressure-sensitive protective devices — Part 1: oeneral 
principles for design and testing of pressure-sensitive mats and pressure-sensitive floors (IDT) 
なお， 対応の 程度 を 表す 記号 "1DT" は， ISO/IEC Guide 21-1 に 基づき， "一致して いる" こ 
と を 示す。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
引用 規格のう ちで， 西暦 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 を 適用し， その後の 改正 版 （追 補 を 含む。） 
は 適用し ない。 西暦 年の 付記がない 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 
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JISB 9700-1:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第】 部： 基本 用語， 方法論 
) 王 冗 対応 匡 規 f 各 ： ISO 12100-1:2003, Safety of machinery — Basic concepts, general principles ror 
design ― Pari I : Basic terminology, methodology (IDT) 
JIS B 9700-2:2004 『«械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部 ： 技術 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-2:2003, Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design — Part 2: Technical principles (IDT) 
lis B 9705-1:2000 機械 類の 安全性— 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 
注記 対応 国際規格 ： ISO 13849-1:1999, Safety of machinery - Safety-related parts of control systems - 
Part 1 : General principles for design (IDT) 
JISB 9706-2:2001 機械 類の 安全性— 表示， マーキング 及び 作動— 第 2 部： マーキングの 要求 事項 
注記 対応 国際規格： IEC 61310-2:1995, Safety of machinery - Indication, marking and actuation - Part 2: 
Requirements for marking (IDT) 
JIS B 9715:2006 機械 類の 安全性 一人 体 部位の 接近 速度に 基づ く 保護 設備の 位置 決め 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13855:2002, Safety of machinery - Positioning of protective equipment with 
respect to the approach speeds of parts of the human body (IDT) 
JIS B 9960-1:1999 機械 類の 安全性 一 核械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

注記 対応 国際規格： 1EC 60204-1:2000, Safety of machinery -Electrical equipment of machines - Part 1: 
General requirements (MOD) 
JIS C 0025:1988 環境 試験 方法 （電気 • 電子） 温度 変化 試験 方法 

注記 対応 画 際 規格 ： 1EC 60068-2-14:1984, Environmental testing- Part 2: Tests. Test N: Change of 
temperature (MOD) 
JIS C 0920 電気 機械 器具の 外郭に よ る 保護 等級 （IP コ 一 ド） 

注記 対応 国際規格 ： iEC 60529， Degrees of protection provided by enclosures (IP code) (IDT) 
JIS C 60068-2.3:1987 環境 試験 方法 （電気 • 電子） 高温 高 湿 （定常） 試験 方法 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60068-2-3:1 969， Basic environmental testing procedures- Part 2: Tests -Test 
Ca: Damp heat, steady state (IDT) 
JIS C 60068-2-6: 1999 環境 試験 方法 一 電気 • 電子 ― 正弦波 振動 試験 方法 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60068-2-6:1995, Environmental testing -Part 2: Tests -Test Fc: Vibration 
(sinusoidal) (IDT) 

JIS C 61000-4-2 電磁 両立 性— 第 4 部 ： 試験 及び 測定 技術 一 第 2 節 ： 静電気 放電 ィ ミ ュニ ティ 試験 
注記 対応 国際規格 ： IEC 61000-4-2, Electromagnetic compatibility (EMC) — Part 4-2: Testing and 
measurement techniques ― Electrostatic discharge immunity test (IDT) 
JIS C 61000-4-3 電磁 両立 性 一 第 4-3 部 ： 試験 及び 測定 技術 一 放射 無線周波 電磁 界ィ ミ ュニ ティ 試験 
注記 対応 国際規格 ： IEC 61000-4-3， Electromagnetic compatibility (EMC) -Part 4-3: Testing and 
measurement techniques ― Radiated, radio-frequency, electromagnetic field immunity test (IDT) 
JIS C 61000-4-4 電磁 両立 性-第 4-4 部： 試験 及び 測定 技術-電気 的 ファス ト トラ ンジ ヱント Z バー 
ス トイ ミュニ ティ 試験 

注記 対応 国際規格 ： 1EC 61000-4-4, Electromagnetic compatibility (EMC) -Part 4-4: Testing and 
measurement techniques ― Electrical fast transient/burst immunity test (IDT) 
JIS C 61000-4-5 電磁 両立 性 一 第 4-5 部 ： 試験 及び 測定 技術 一 サージ ィ ミ ュニ ティ 試験 
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注記 対応 国際規格 ： IEC 61000-4-5， Electromagnetic compatibility (EMC) -Part 4-5: Testing and 
measurement techniques 一 Surge immunity test (IDT) 
JIS C 61000-6-2 電磁 両立 性 一 第 6-2 部 ： 共通 規格 一 工業 環境 に おける イミ ュニ ティ 

注記 対応 国際規格 ： 1EC 61000-6-2, Electromagnetic compatibility (EMC) -Part 6-2: Generic standards 
— Immunity for industrial environments (MOD) 
ISO 6431:1992, Pneumatic fluid power — Single rod cylinders, 1 000 kPa (10 bar) series, with detachable 

mountings, bores from 32 mm to 320 mm — Mounting dimensions 
IEC 60439-1:1999, Low-voltage switchgear and controlgear assemblies — Part 1: Type-tested and partially 
type -tested assemblies 

IEC 61000-6-3, Electromagnetic compatibility (EMC) ― Part 6-3: Generic standards ― Emission standard for 
residential, commercial and light- industrial environments 



3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JISB9700-1:2(K)4 による ほか， 次に よる。 

3,1 

i 土 刀 検矢ロ ノッ卜 (pressure-sensitive mat) 

圧力 を 検出す る センサ， 制御装置 及び 一つ 若し く は それ以上の 出力 信号 開閉 装置 を 含み， 上に 立って い 
る 人， 又は 上 を 歩く 人 を 検出す る 保護 装置。 
図 1 及び JIS B 9700-1:2004 の 3.26,5 参照。 

注記 圧力 検知 マットの 有効 検知 領域 は， 部分的に 変形して センサが 作動す る。 

3.2 

圧力 検知 フロア （pressure -sensitive floor) 

圧力に 応答す る センサ， 制御装置 及び 一つ 若しくは それ以上の 出力 信号 開閉 装置 を 含み， 上に 立って い 
る 人， 又は 上 を 歩く 人 を 検出す る 保護 装置。 
図丄^_ び- JIS B 9700-1:2004 の 3.26.5 参照。 

注記 圧力 検知 フロアの 有効 検知 領域 は， 全体が 動いて センサが 作動す る。 

3.3 

センサ (sensor) 

圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロアの 有効 検知 領域 .... ヒに 働かせた 作動 力に よって， 制御装置の 状態 を 変 
化させる 信号 を 発生す る 部分。 
3.4 

^ ヌカ検 知 T!^ 域 (effective sensing area) 

圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロアの センサ 又は センサの 組合せの 上面 部分で， その 範囲 内に おいて 作 
動力 に 対 し 応答 を 生じる 部分。 
3.5 

制御装置 （control unit) 

センサの 状態に 応答し， かつ， 出力 信号 開閉 装置の 状態 を 制御す る 装置。 
注記 r ドカ検 知 マ ッ ト 又は 圧力 検知 フ 口 ァの 集合 を 監視 しても よ い （JIS B 9705-1:2000 を 参照） 。また， 
リセ ッ ト 信号 を 処理す る 機能 を 含んでも よい。 制御装置 は 機械 制御システムに 組み込まれ てい 
て もよ い。 



著作 權 法!:: より での im law は 禁止され ております。 
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3.6 

出力 信"^ 開閉 felM (output signal switching device) 

圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアに おいて， センサ 又は 監視 機能が 働いた とき， オフ 状態 を 作り 応答 
する 部分。 

注記 出力 信号 開閉 装置 は， 機械 制御システムに 組み込まれ ていても よい。 

3.7 

作動 刀 (actuating force) 

有効 検知 領域 上で 圧力 を 発生し， 出力 信号 開閉 装置が オフ 状態になる 力。 
3,8 

リセ ッ卜 （reset) 

ある 条件が 整ったと き， 出力 信号 開閉 装置の オン 状態 を 可能に する 機能。 
3.9 

出力 信号 開閉 装置の オン 状態 [ON state of output signal switching device(s)] 

出力 回路が 閉 じ ， 電流 又 は 流体が 流れ る 状態。 
3.10 

出力 信号 開閉 装置の オフ 状態 [OFF state of output signal switching device(s)] 

出力 回路が 開 き ， 電流 又 は 流体が 遮断 さ れた 状態。 
3.11 

J 心 *^ 時 I 日 J V response time) 

有効 検知 領域に 力が 加 わって から 出力 信号 開閉 装置が ォ フ 状態になる ま での 時間 （4,3 参照) 。 
3.12 

不検知 領域 （dead zone) 

有効 検知 領域 以外の セ ンサ 上面。 



著作 梅麼に よ *> 鶬 断での 観騮， WW は 猜止 さ れて おります。 
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h 5 4 3 




1 圧力 検知マ ッ ト 又は 圧力 検知 フ ロアの 出力 信号 処理 
2 センサ 

3 制御 装 K (ま械 制御システムに 組み込まれ ていても よい。） 

4 出力 信号 開閉 装置 （機械 制御システムに 組み込まれる ことがある。） 

5 圧力 検知マ ッ ト 及び/又は 圧力 検知 フロアの 出力 信号 処理に 関わる atr 制御システム 側の 部分 
a 作動 力 
b センサ 出力 

C オン 又は オフ 状態の 信号 

d 手動 リセット 信号 （適切で あれば g と 置き換え 可能） 
e 機械 制御システムからの リセット 信号 （適切な 場合） 
f モニタ 信号 （オプション） 

g 機械 制御システムへの 手動 リセ ッ ト 信号 （適切で あれば d と 置き換え 可能） 
h 機械 制御システム 

図 1 一 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアと 機械との インタフェース 

4 要求 事項 
4.1 一般 

圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロア は， 有効 検知 領域に 立って いる 人 又は 踏み込む 人 を 検出し なければ 
ならない。 
4.2 作動 力 

4.2.1 単一 センサ （試験 方法 は， 7,4.1 及び 7.4.2 を參 照） 

圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロア は， 試験 片 （図 2 参照） によって 使用 温度 範囲 内で 2 mm/s の 最大 ス 
ピー ドで 有効 検知 領域 上 を 加圧した ときに， 表 1 に 示す 作動 力で 検知 しなければ ならない。 

試験 片 1， 試験 片 2 及び 試験 片 3 は， 35 kg を 超える 人 を 検出す るよう 設計され た 圧力 検知 マット 及び 圧 
カ検知 フロアに 適用され る。 さらに， 試験 片 4 は， 20 kg を 超える 人 （例えば， 子供） を 検出す るよう 設計 
さ れた 圧力 検知マ ッ ト 及び 圧力 検知 フロア に 適用す る 。 



著 胃 法に より IW^OTIL «MI は 禁止され ております。 
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表 1 一作 動力 



適用 範囲 


試験 片 


作動 力 
N 


番号 


d 
mm 


35 kg を 超える 人 を 検出す るよ う に 設計され た 圧力 検知 マツ 
ト 及び 圧力 検知 フロア 




11 


300 




80 


300 


3 


200 


600 


20 kg を 超える 人 （例えば， 子供） を 検出す るよう に 設計 さ 
れた 圧力 検知 マ ッ ト 及び 圧力 検知 フロアの ため の 追加 テ ス 
1、 


4 


40 


150 



4.2.2 センサの 組合せ （試験 方法 は， 7.4.3 及び 7.4.4 を 参照） 

有効 検知 領域 を 一つ 以上の センサで 構成す る 場合， 結合 部 及び 接合 部 は， 4.2.1 の 必要条件 を 満たさな け 
れ ばなら ない 力、 表 1 の 試験 片 2 だけ は， 35 kg を 超える 人 を 検出す るよう 設計され た 圧力 検知 マツ ト 及び 
圧力 検知 フロアに 適用す る。 

20 kg を 超える 人 （例えば， 子供） を 検出す るよう 設計され た 圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロアの 場合 
は， 試験 片 2 及び 試験 片 4 だけ を 適用す る。 

有効 検知 領域の 他の 部分に ついては， 4丄1 を 適用し なければ ならない （表 1 参照）。 

単 lii mm 

040±0.5 



R0,5±0.1 




試験 片 1 試験 片 2， 試験 片 3 及び 試験 片 4 

図 2 - 試験 片 




著作権法 によ り 無断での 複»， は 禁止され ております。 
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単位 mm 

一 085 土 0.5 




4.3 応答 時間 （試験 方法 は， 7.5 を 参照） 

応答 時間 は， 製造業 者が 指定し， 使用 温度 範囲で， 200ms を 超えて はならない。 応答 時間 は， a) と b) と 
の 間の 時間で ある。 

a) 試験 片が 0.25 m/s の 速度で 有効 検知 領域に 垂直に 接触 したと き 

b) 出力 信号 開閉 装置の オフ 状態の 開始 （図 A.l， 図 A.2 及び 図 A.3 参照)。 

注記 200 ms の 限界 値 は， 短い ステップ パルスの 適用に よって 保護 装置が 無効 化する こと を 阻止す 
るた めに 規定す る。 
4.4 静 荷重 （試験 方法 は， 7.6 を 参照） 

4.4.1 試験 片 2 (図 2 参照） によって， 有効 検知 領域に （2 000 土 50) N の 静的な 力 を 8 時間 印 加 後， 力 を 

除去して から 2 分 以内に 出力 信号 開閉 装置の 状態 は 変化し なければ ならない。 1 時間 後の 変形 は， 表面の 
最低 部で 深さ 2mm 未満で なければ ならない。 

4.4.2 4.4.1 の 有効 検知 領域の 他の 場所で， 試験 片 1 (図 2 参照） によって， （フ50±20) N の 静的な 力 を 8 
時間 印 加 後， 力 を 除去して から 1 時間 後の 変形 は， 表面の 最低 部で 深さ 2 mm 未満で なければ ならない。 
4.5 使用 回数 （試験 方法 は， 7.7 を 参照） 

4.5.1 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロア は， 想定され る 使用 回数まで， その 機能 を 発揮で きなければ な 
ら ない。 

4.5.1.1 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアの 予想され る 使用 回数 は， 五つの 場所の それぞれで 10 万 回 
である （全部で 50 万 回）。 有効検知^]1域がセンサの組合せから成り立っ場合， この 要求 事項 は センサ を 組 
み 合わせた 状態 に 適用 し な け れ ばな ら ない。 




I 

080 土 0.2 
試験 片 6 




080±0.2 



試験 片 5 

1 ゴ ムシ ユー， ショァ A60±5 (接着剤で 固定された） 

2 鉄 

a 装着 例 

試験 片の 直径 J は， 表 1 参照。 

図 2 — 試験 片 （続き) 




著作 urn によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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4.5.1.2 加えて， センサ 部分 だけの 想定 使用 回数 は， もう 一つ 別の 場所に おいて， 更に 100 万 回で ある。 
4.5.2 4.4 及び 4.5.1 の 要求 事項 を 確認した 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロア は， 4.2 及び 4.3 の 要求 事 
項 も 満た さ な ければ な ら ない。 
4.6 センサの 出力 状態 （試験 方法 は， 7.8 を 参照） 

センサ 出力 信号 は， 作動 力が 有効 検知 領域に 作用した とき， 出力 信号 開閉 装置 を オフ 状態に 変化させる 
値 又は 状態に 変わらなければ ならない。 この 値 又は 状態 は， 作動 力が 取り除かれ るまで， オフ 状態で 出力 
信号 開閉 装置 を 維持し なければ ならない （図 A.l， 図 A.2 及び 図 A.3 参照)。 
4.7 作動 力に 対する 出力 信号 開閉 装置の 応答 （試験 方法 は， 7.9 を 参照） 
4.7.1 —般 

作動 力が 有効 検知 領域に 作用す ると き， 出力 信号 開閉 装置 は， オン 状態から オフ 状態に 変化し なければ 
ならない。 出力 信号 開閉 装置 は， 少なくとも 作動 力 力り J 口 えられて いる 間， オフ 状態 を 維持し なければ なら 

ない。 

4.7.2 リセット 機能 付き 装置 

リセ ッ ト 機能 付き 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアに おける リセ ッ ト 信号 は， 安全 システムの 制御 装 
置に 直接 又は 機械 制御システム を 経由して， 手動で 操作し なければ ならない （図 1 参照)。 
リセット では， 次の 二つの 機能 を 実行し なければ ならない。 

a) 起動 を 禁止す る インター ロック 電源 オンで， 出力 信号 開閉 装置 は， リセット 信号が 入力され るまで 
オフ 状態 を 維持し なければ ならない。 

b) 再起動 を 禁止す る インタ一 ロック 作動 力が 取り除かれた 後， 出力 信号 開閉 装置の 出力 は， リセット 
信号が 入力 されて 初めて ォ ン 状態に な ら な ければ な ら ない。 

作動 力 を 加える 前， 又は 加えて いる 間， リセット 信号 を 継続的に 送る と， 出力 信号 開閉 装置の 出力 は， 
作動 力 を 取り除いた とき， オン 状態に ならない （図 A.1 及び 図 A.2 参照)。 

リセ ッ ト 信号 は， センサ 又は 出力 信号 開閉 装置の 出力 を 制御す るか （図 AJ 参照)， 又は 出力 信号 開閉 装 
置 だけの 出力 を 制御し なければ ならない （図 A.2 参照)。 
4.7.3 リセット 機能がない 装置 

リセ ッ ト 機能の ない 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアの 場合， 出力 信号 開閉 装置の 出力 は， 作動 力 を 
取り除いた 後， 電源 オンに 対して オン 状態に 変わらなければ ならない （図 A.3 参照）。 

注記 リセ ッ ト 機能の ない 装置 を 使用した 場合， 機械 制御システムに リセット 機能 を 用意す る ことが 
望ましい （JISB 9705-1:2000 の 5.4 参照）。 
4.8 保全の ための 立ち入り （試験 方法 は， 7.10 を 参照） 

圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアの 任意の 内部 を 保全す る 必要が ある 場合， 保全 作業 部への 接近 はキ 
一又 は 工具 を 使って だけ 可能で なければ ならない。 ェン クロージャ を 固定す る 全ての 手段 は， キヤ プ ティ 
ヴ式 でなければ ならない。 
4.9 調整 （試験 方法 は， 7.11 を 参照） 

作動 力 及び 応答 時間 に 対して， 使用者に よ る 調整 方法が あ つて はならない。 

供給 元が 圧力 検知マ ッ ト 又は 圧力 検知 フロアの サブ ァ セン ブ リ を 個別 に 交換 可能 と 規定す る 場合， 圧力 
検知マ ッ ト 又は 圧力 検知フ 口 ァの 全体 的な 性能 を 低下 させないで， 調整の 必要なしで 交換 可能で なければ 
ならない。 

4.10 接続 （試験 方法 は， 7.12 を 参照） 

プラグ Z ソケットの 適切な 組合せに ついては， いずれ かの 型式， 形状， マ一 キング 又は 名称 （又は これ 



作 権 法に よ り での « 戦 等 は 禁止され てお り ま す。 



9 

B 9717-1 ： 2011 (ISO 13856-1 ： 2001) 

ら の 組合せ） によって 明示 し な ければ な ら ない。 

圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアの 内部の 異なる 構成 • 配置の 部品が 互換性 を もつ 場合， これらの 部 
品 を 誤って 取り付けたり， 又は 交換した ことによって， 危険 側 故障 を 生じて はならない。 

センサ 又は サブシステムが プラグ 及び ソケッ ト によって 接 ；：ゾき される 場合， センサ 又は サブシステム を， 
プラグ 及び ソケット か 又は 制御装置 （又は その内 部） から 取り外し 又は 切り離す ときには， 出力 信号 開閉 
装置 を ォ フ 状態に し な ければ な ら ない。 
4.11 環境 条件 （試験 方法 は， 7.13 を 参照） 

圧力 検知マ ッ ト 又は 圧力 検知 フロア は， 次の 環境 条件 及び 製造業 者が 指定す るより 広範な 条件に おいて 
も 動作 を継轆 しなければ ならない。 
4.11.1 温度 範囲 

圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロア は， +5 で〜 + 40 で の 温度 範囲に おいて， 4.2.1 及び 4.3 の 要求 事項 
を 満足し なければ ならない。 

注記 広範囲の 環境の 温度 範囲 は， 一 25 で〜 + 40 で 及び + 5 で〜 + 70 でと する ことができる。 
4.11.2 湿度 

湿度の 要求 事項 は， 4 日間， JISC 60068-2-3:1987 の テスト Ca に 従わなければ ならない。 
4.11.3 電磁 両立 性 

圧力 検知 マット 又は 圧力 検知 フロア は， 表 4 に 従った レベル • クラス 3 にさら された 場合 も， 正常な 動 
作 を 継続し なければ ならない （7.13.4 参照)。 
4.11.4 振動 

振動の 要求 事項 は， 制御装置 及び 出力 信号 開閉 装置 だけに 適用す る ものと し， また， JISC 60068-2-6:1999 
に 従わなければ ならない。 

a) 周波数 範囲 ： 10Hz〜55 Hz 

b) 変動 ： 0,15 mm 

c) 10 サイクル, 軸 

d) 掃 引 速度 ： 1 オクターブ/ mill 

注記 センサに 関する この 特別 要求 事項 は， センサの 大きさ 及び 形状で ばらつきが あるた め 現実的と 
はいえない。 センサ は， 通常， 地面に 据え付けられ ており， その 場合， 振動 は 通常， 重要で は 
ない。 センサ 力 儀械の 一部に 据え付けられ ている 場合， 振動の 影響 を 考慮す る ことが 望ましい。 
附属 書 B 参照。 
4.12 動力源 

4.12.1 電源の 供給源 （試験 方法 は， 7.14 を 参照） 

圧力 検知マ ッ ト 又は 圧力 検知 フロア は， JIS B 9960-1:1999 の 4.3 の 要求 事項 を 満た さ な ければ な ら ない。 
4.12.2 電気 以外の 動力源 

電気 以外の 動力源に ついて， 製造業 者 は， 標準 的 な 供給 レ ベ ル 及び 標準 的な 操作 を 維持す る 許容 公差 範 

囲 を 規定 し な け れば な ら ない 。 
過 圧 保; メ 〔おに (がない おさ 合， 定格 を 超える 過 圧 変動が， 危険 側 故障 を 生じて はならない。 
動作 範囲 以下の 変動が， 危険 側 故障 を 生じて はならない （同様に EN 982: 1996 及び EN 983: 1996 参照）。 
注記 このような 装置に 関して は， 試験 方法 を 規定して いない。 



著作 樣法 によ り での «m •« 等 は 禁止され て おります。 



10 

B 9717-1 ： 2011 (ISO 13856-1 ： 2001) 

4.13 電気機器 （試験 方法 は， 7.15 を參 照） 
4.13.1 一般 

圧力 検知 装置の 電気機器 （構成 部品） は， 次に よらなければ ならない。 

a) JIS 及び Z 又は 国際規格が ある 場合 は， その 規格に 適合す る。 

b) 意図す る 使用に 適して いる。 
C) 規定の 定格で 劲作 する。 
4.13.2 感電 保護 

感電 保護 ほ， J1SB 9960-1:1999 の 6.1， 6.2 及び 6.3 に 従って 設けなければ ならない。 
4.13.3 過 電流 保護 

過 電流 保覼 は， JISB 9960-1:1999 の 7.2.1， 7.2.3， 7.2.7， 7丄8 及び 7 丄 9 に 従って 設けなければ ならない。 
注記 出力 信号 開閉 装置の 出力 接続 点に 接続され た 回路 ヒューズ 又は 過 電流 保護 装置の 設定 値の 情報 
を， 圧力 検知 保護 装置の 使用者に 提供す る 必要が ある 場合が ある。 
4.13.4 汚染 度 

電気機器 は， IEC 60439-1 の 6.1.2.3 に 従って 汚染 度 2 に対して 適切で なければ ならない。 
4.13.5 空間 距離， 沿 面 距離 及び 絶縁 距離 

電気 概器 は， IEC 60439-1 の 7 丄 2 に 従って 設計 及び 製作し なければ ならない。 
4.13.6 配線 

電気 狱器 は， IEC 60439-1 の 7,8.3 に 従って 配線し なければ ならない。 
4.14 ェン クロージャ （試験 方法 は， 7 .16 を 参照） 
4.14.1 センサ 

センサの ェン クロージャ は， IP54 (J1SC 0920 参照） の 最低 基準 を 満たさなければ ならない。 
製造業 者 は， センサが 水に 浸される 可能性が あると 想定した 場合， センサの 最低 ェン クロージャ レベル 
は， IP67 (J1SC 0920 参照） としなければ ならない。 
4.14.2 制御装置 及び 出力 信号 開 閉 装置の ェ ン クロージャ 

制御装置の ェン クロージャ は， IP54 (JIS C 0920 参照） の 最低 基準 を 満た さ な ければ な ら ない。 制御 装 
置が 他の 制御 截 器の ェ ン クロージャに 取り 付ける 設計が され， この ェン クロージャ が 最低で も IP54 (JIS C 
0920 参照） に 準拠して いる 場合， 制御装置 は， 最低で も IP2X (JISC 0920 参照） でなければ ならない。 
出力 信号 開閉 装置の ェン クロージャ も 同じ く， これらの 要求 事項 を 満たさなければ ならない。 
4.15 JISB9705-1:2000 による 制御システムの 安全 関連 部の カテゴリ （試験 方法 は， 7.17 を參 照） 
4.15.1 圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロア は， 規定 及び 表記され る カテゴリの 要求 事項 を 満たさなければ 
ならない。 これらの カテゴリ は， JISB 9705-1:2000 で 定義され る。 

4.15.2 センサ， 制御装置 及び 出力 信号 開閉 装置 は， 最低で も カテゴリ 1 の 要求 事項 を 満たさなければ なら 
ない。 カテゴリ 1 に 適合す るた めに は， システム は， 最小限と して， この 規格の 要求 事項 及び JIS B 
9705-1:2000 の 関連 要求 事項 を 満た さ な ければ な ら ない。 

4.15.3 電気 制御装置 は， 最低で も カテゴリ 2 の 必要条件 を 満たさなければ ならない。 

注記 1 センサ， 制御装置 及び 出力 信号 開閉 装置 は， それぞれ 異なった カテゴリで あっても よい。 
注記 2 制御 ュニッ トの カテゴリ を 評価 するとき， モニタ 可能な センサ 及び 接続の 故障 状態 を 考慮す 
る ことが 望ましい。 

注記 3 この 規格の 作成 時点で は， センサの ほとんどが， カテゴリ 2， カテゴリ 3 及び カテゴリ 4 を 
規定した 全ての 要求 事項に 適合す る こと は 不可能で ある。 特に， 機械的な 損害 及び 長期の 劣 
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化 を 考慮に 入れる 場合， 可能と はならない。 
4.16 センサの 固定 （試験 方法 は， 7 丄 2 を 参照） 

センサ は， 不変の 位置に 固定され るた めの 手段 を 設けなければ ならない。 
4.17 つまずき （試験 方法 は， 7.1,2 を 参照） 

セ ンサ 又は セ ンサ カバーの 外側の エツ ジ 上で， 人が つまず く 危険が あ る 場合， 適切な 傾斜 を 備えな けれ 
ばなら ない。 傾斜の 斜面 は， 水平から 20。 を 超えて はならない。 色 又は マーキング を 対比す る ことによ つ 
て， その 存在 は 認知され なければ ならない。 傾斜 は， 物理的な 妨害 又は 他の 危険 源 を 引き起こして はなら 

ない。 

センサ 及び/又は 追加の カバーの 組合せが ある 場合， センサ 間の 結合 部 及び 接合 部に おける つまずきの 
危険 源 を 最小に する ための 措置 を 講じなければ ならない。 

注記 この テーマ を 取り扱つ ている 規格 は 現在のところ はない 力ま， テス ト 方法が 承認され る 場合， JIS 
B 9713-2 を 考慮す る こ とがで きる。 
4.18 センサ 上面の 滑り やす さ 及び 柔軟性 （試験 方法 は， 7.18 を 参照） 

センサ 上面 の 予想 される 使用 条件 における 滑 り やす さ を 最小限に する ための 措置 を 講じ な け れ ば な ら な 
レ）。 

注記 この テーマ を 取り扱つ ている 規格 は 現在のところ はない 力く テスト 方法が 承認され る 場合， JIS 
B 9713-2 を 考慮す る こ とがで きる。 
4.19 センサ 上面の 追加 カバー （試験 方法 は， 7.19 を 参照） 

この 規格の 全ての 要求 事項 は， 例えば， 保護 シート （附属 書 C 参照） などの 追加 又は 代替の カバー を 装 
備 した センサ に 適用 し な けォ I ばな ら ない。 
4.20 詰まり 又は 異物に よる 故障 （試験 方法 は， 7.20 を 参照） 

センサ 若しくは センサの 組合せ， 又は 接続 部品の 下にた （溜） まった ゴミ 又は 削りく ずに よって， 故障 
が 起きる リスクが あって はならない。 

5 マ一 キング （試験 方法 は， 7 丄 2 を參 照） 
5.1 一般 

圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロア は， JISB 9700-2:2004 の 6,4 及び J1SB 9960-1:1999 の 18,1 に 従って 

マーキングし な ければ な ら ない。 

全て の ラ ベル 及び マー キ ング は， それが 付加 される 圧力 検知マ ッ ト 又は 圧力 検知 フ 口 ァの 部品の 想定 さ 
れる 寿命の 間し つかりと 固定され， 力、 つ， 耐久性の ある もので なければ ならない （J1SB 9706-2 參 照）。 
5.2 制御装置の マーキング 

制御装置の ラ ベル は， 次の 情報 を 含んで いる 力、， 又は こ の 情報 を どこで 見る ことができ るか を 示さな け 
れ ばなら ない。 

a) JIS B 9705-1:2000 に 従った 力 テ ゴ リ 。 制御装置 だけ， 又は 全体 的な シス テムに 適用す る か ど う かを規 
定 する。 

b) 応答 時間 

C) リセ ッ ト 機能の 有無 

d) 部品 番号 

5.3 センサの マーキング 

センサの ラベル は， 次の 情報 を 含んで いるか， 又は この 情報 を どこで 見る ことができ るか を 示さな けれ 
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ばなら ない。 

a) JIS B 9705-1 :2000 による カテゴリ 

b) 20kg を 超える 人 （例えば， 子供） を 検出す るのに 適して いるか 
C) 応答 時間 

d) 部品 番号 

5.4 その他の 構成 部品の マーキング 

使用 上の 情報に 従って， 交換す る ことができる 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアの 構成 部品 は 同一の 
ものであると 確認で きなければ な ら ない。 

6 使用 上の 情報 
6.1 一般 

使用者に 提供す る 情報 及び その 手段 は， JISB 9700-2:2004 の 6. による。 
6.2 取扱説明書 （試験 方法 は， 7.1.2 を參 照） 
6.2.1 一般 

取扱説明書 （例えば， ハンドブック） に は， 6丄2〜6.2.6 に 列挙す るよう な 装置の 安全な 設置， 使用 及び 
保全の ために 必要な 全ての 情報 を 含めなければ ならない。 また， 附属 書 B 及び 附属 書 D を參 照す る。 取扱 
説明書に は， 6.2 で これから 規定す る 項目 も 含めなければ ならない。 
6.2.2 適用 

6.2.2.1 装置の 詳細 説明 及び 警告 

J1S B 9705-1:2000 に 基づ く 圧力 検知マ ッ ト 及び 圧力 検知 フロアに 関する カテ ゴ リ は， タイプ C 規格に 決 
めら れ ている。 嫌戒 設置の 圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロアに 関して は， JISB 9705-1:2000 に 従った 力 
テゴリ は， タイプ C 規格で 定められる。 

タイプ C 規格が 存在 し ない 場合， リスク アセスメント は， JIS B 9700-1:2004 の 5.3 及び JIS B 9702 に 記 
載され た ガイ ドラ インに 従って 実施し なければ ならない。 これらの 規格 は， JISB 9705-1:2000 の 附属 書 B 
に 従って 適切な カテ ゴ リ に 沿った 保護 装置 を 選定す る のが 重要で あ る こと を 示して いる。 
6.2.2.2 装置の 特徴 

a) JIS B 9705-1 :2000 による カテゴ リ 

1) 有効 検知 領域 を 含む， 個々 のセ ンサの 大き さ 及び 形状の 限界 値 

2) 一つの 制御装置で 使用で きる センサの 数 及び 大き さ の 組合せの 限界 値 

3) 構成 部品 同士の 接続 

b) 圧力 検知マ ッ ト 又は 圧力 検知 フ 口 ァの 個々 の 構成 部品 同士の 最大 接統長 及び 接続 部品の 種類 



例 ケ- 


- ブル 仕様， プ ラ グ， ソケット な ど 


1) 


装置 配備— センサ を 組み合わせる 方法 


2) 


セ ンサ 及び 制御装置の 固定 方法 


3) 


1 m 2 当た り のセ ンサの 重量， 及び 制御装置の 重 1 


4) 


センサに 追加す る カバーの 詳細 （該当する 場合) 


5) 


応答 時間 


6) 


動力源の 要求 条件 


7) 


J1S C 0920 に よ る 制御装置の 保護 等級 


8) 


出力 信号 開閉 装置の 出力 仕様 
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9) 出力 信号 開閉 装置の 構成 

10) 歩行 補助 具の 検知 に対する 適合 性， 例えば， ステッキ， 歩行器な ど 

C) 危険 を 生じる 場所に 関連して， 必要な 有効 検知 領域の 計算 式 を 用意し なければ ならない。 計算 式の 適 
用に ついて， 典型的な 例 を 示さなければ ならない OlS B 9715:2006 の A.5.2 参照）。 

d) 装置が 適合す る カテゴリ を 含め， 意図す る 又は 承認され る 適用 及び 条件の 範匪。 不適切な 適用 例 も 示 
す こ とが 望ましい。 

1) 安全 機能の 図解 及び 機械 制御 イン タフ ユース 回路図の 例 

2) 全ての 入出力 端末の 定格， 特性 及び 場所 

3) 化学的， 物理的 及び 珮境 上の 耐久性 （例えば， 耐 溶剤 性， 許容 負荷 荷重， 使用 温度 範匪， 許容 電圧 
変動な ど） に関する 指針 

4) セ ンサ 表面で 起動， 制動 又は 方向転換 をす る 場合の 車輪 付き 車両の 適正の 指針 

5) 4.7 に 従って， リセット 機能 付き 又はな しの 装置が 設計され たか どう 力 > 

注記 装置が リセット 機能 を もっていない 湯 合， リセット 機能 を 機械 制御システムに 設ける こと 
が 望 ましい (JJS B 9705-1:2000 の 5.4 参照） 。 
6.2.3 包装， 輸送， 取扱い 及び 保管 

a) 装置への— jmtj を 防止す るた めの 包装の 説明 及び 開 こん （梱） の 方法 

b) 装置の 損 仏; 乂は 人的 災害 を 防止す るた めの 輸送 及び 取扱 方法 

C) 保管 要求 事項 （例えば， 平 置き， 温度 45 囲な ど） 
6.2.4 据付 及び 検収 

a) 全ての 据付 作業の 開始 前に 取扱説明書 を 通読す るよ う な 指示 

b) センサ が 取 り 付けられる 表面 に 関する 要求 事項 

C) 必要な 治 工具 を 含む 据付 方法 （指針に ついては， 附属 書 B を 参照） 

d) 有効 検知 領域 及び 不検知 領域の 設計 上の 特徴， 及び 適切な 設置 方法 （適切な 場合， 図面 を 入れる。） 

e) 装置が 機能す る こと を 確認す るた めに， 設置 後の 実施すべき 検収 のた めの 試験 項 目 表 

f) びその 保護 装置の 安全性 は， 装置 間の ィ ン タフ ヱ ースの 完成 度に 依存 するとい う 警告 

g) JIS B 9705-1:2000 に 従つ た 装置の カテ ゴ リ 付けが 適切で あ るか どうか チェック する のがよ いという 指 
示 

6.2.5 使用 指示 書 

a) ァ クチ ユエ ータ 及び インジケータの 使用 目的 及び 使用方法， 例えば， 起動 及び 再起動 

b) 使用 限界に 関する 情報 

C) 障害 （不具合） 識別に 関する 指示 
6.2.6 保全 

a) 全ての 保全 作業に 取 り 掛かる 前に， ハンドブック の 保全の 章 を 通読す るの がよ いという 警告 

b) 専門知識 又は 特別の 技術 を 要求し， かつ， 十分な 訓練 を 積んだ 熟練者 だけが 行う ことができる 業務 
C) 検査の 種類 及び 保全の 頻度に ついての 規定 

d) 清掃に ついての 指示 

e) 訓練を^！^んだ者が障害 （不具合） の 発見， 整備 及び 修理 を 行える ようにす る 情報， 例えば， 図面， 配 

線 図 

f) 部品 交換 後， 装置が 設計 どおりの 機能 を 果たす こと を 確認す るた めに 必要な 試験の 詳細 

g) カバー， クリップ， 縁取り ストリップ， ファスナー など， 保全の 間に 取り外した ものの 全て を 保全 終 
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了 後， 再び取り 付けなければ ならない という こと， また， こうした 部品が 正しく 再 取 付けされ ていな 
い 場合 は， 装置の 要求 事項 を 満足で きない ことがある という 警告 

h) こ の 規格に 適合す る シス テ ムを 維持す る た め に 十分に 細か く 規定 し た 使用者 交換 可能な 部品の リ ス ト 

i) 使用者 は 製造業 者の 承認 を 受けた 部品 だけ を 交換 使用で き， 未 承認の 予備品 を 使用した 場合 及び 未 承 
認の 改造 を 実施 し た 場合に は， 装置が 設計 要求 事項の とおりに は 機能 しないと いう 警告 

j) 製造業 者 及 び 製造業 者 に 認可され た サービス 組織の 名 称 及 び 住所 
6.2.7 訓練 等の 要求 事項 

装置が， この 規格に 適合して 確実に 据付， 使用 及び 保全され るよう に， 据付 者， オペレータ 及び 保全， 
検査員 を 含む 使用者 側の 要員に 対して 最低限の 訓練 を 行う ことが 望ましい。 



7 試験 

マ n 一 A 几 

7.1,1 7.4-7.20 に 規定す る No.l-No.17 の 型式 試 S おこよ つて， 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロア 力 5 ， 

この 規格の 要求 事項 を 満たして いるか どうか を 判定し なければ ならない。 試験 は， 使用可能な 状態に ある 
圧力 検知 マット 又は 圧力 検知 フロアで 実施し なければ ならない。 特に 規定の ない 限り， これらの 試験 は 
23 で±5 で で 実施し なければ ならない。 
性能に 影響を及ぼす 要因 は， 次に よる。 

a) センサ 表面の サイズ 

b) 有効 検知 領域の 上 カバー 又は 追加 カバー 素材 
C) センサの 組合せ 

d) 接続 ケーブル 又は チューブの 長さ 

7.4-7.20 に 規定した 試験 は， それぞれの テス ト のために 最も 好ま し く ない 様々 な 要因の 組合せで 実施し 
なければ ならない。 

7.1.2 特別 な 試験 方法が 規定 されて いな レ 3 場合 は， 検査に よ つ て 検証 し な ければ な ら ない。 
7.2 センサ 試験 サンプル 

試験 サンプル は， 寸法が 最低 1 000mmX500mm 以上の センサ を 用いなければ ならない。 

圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアに 一つの センサし かない 場合， 試験に は， 二つの センサが 必要に な 

る。 

一つの センサ は， 4.2， 4.3, 4.4， 及び 4.5.1.1 (10 万 回の 加圧 を 五つの 場所で 計 50 万 回の 加圧） の 要求 事 
項の 検証に 用いる。 もう 一つの センサ は， 4.5.1.2 ( 一 つの 場所で] 00 万 回の 加圧） 及び 4.1.0 の 要求 事項の 

検証に 用いる。 

圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロア 力 s， センサの 組合せに よって 構成した 有効 検知 領域 を もつ ように 設 
計 されて いる 場合， 一つの 制御装置で 制御 される 複数の センサ が 必要 に な る 。 

センサの 組合せ は， 4.2 及び 4.3 の 要求 事項の 検証に 使用され る。 図 3 の 1〜16 の 位置で 測定す るた めに 
選択され る センサ は， 4.4 の 要求 事項の 検証の ために 使用され， 4.5.2 の 要求 事項の 検証 を 行う とき は， も 
う 一つの センサ も 一緒に 使用され る。 残った センサの 一つ は， 4.5 丄 2 (—つの 場所で 100 万 回の 加圧） 及 
び 4.10 の 要求 事項の 実証に 用いる。 
7.3 負荷 試験の ための 試験 片 

この 試験 は， 図 2 に 示す 試験 片で 実施し なければ ならない。 試験 片は， 図 2 に 規定され たもの を 除き， 
アルミ ニゥ ム 合金で 蚤 i 作 し な ければ な ら ない。 
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1 接続 ケーブル （例） 
2 不検知 領域 
d 試験 片の 直径 



図 3 —一 つの センサの 有効 検知 領域の 試験 位置 



7.4 試験^^0.1—作動カ （要求 事項 は， 4.2 を 参照） 
7.4.1 周囲 温度に おける 単一 センサ 

表 1 の 試験 片 及び 作動 力 は， 図 3 に 示す 全ての 位置， 及び 作動 力の 要求 事項 (附属 書 C 参照) に 適合す 

るた めに 重要で あると 考えられる 5 か 所に おいて， 有効 検知 領域に 対して 垂直に 印 加し なければ ならな レ 八 
図 3， 図 4 及び 図 5 の 位置 を 示す 円の 直径 は， 関連した 試験 片の 直径 を 表す。 

試験 片 4 は， 体重 20 kg を 超える 人 （例えば， 子供） を 検出す るよう に 設計され た 圧力 検知 マット 及び 
圧力 検知 フロアに だ け 使用 し な ければ な ら ない。 

追加 試験 は， 許容範囲 内の 最大 • 最小値 （定格 電圧 変動 範囲） で， 試験 片 2 を 用いて， 任意の 1 か 所で 
実施し なければ ならない。 

7.4.2 使用 温度 範囲に おける 単一 センサ （製造業 者に よって 指定され た 温度 範囲） 

表 1 の 試験 片 及び 作動 力 は， 使用 温度 範囲 内の 上下 限で 行う。 使用 温度 範囲 内の 最大 温度で 始めて， 図 
3 に 示す 1, 8 及び 16 の 位置で 有効 検知 領域に 垂直に 印 加し なければ ならない。 
センサ は， 試験 を 開始す る 前に， 温度 平衡 状態に 達して いなければ ならない。 

出力 信号 開閉 装置 を 作動させる 作動 力が， 1， 8 及び 16 の 測定 位置で， 表 1 に 示す 試験 片の 作動 力が 10% 
を 超えて， 要求 事項 を 下回って いる 場合 は， 圧力 検知 マット は， その 全体に わたって， 類似の 結果 を 与え 
ると 想定す る。 

作動 力が， この 限界 内 にないが， 表 1 の レベル を 満たさない 場合， 試験 は， 図 3 に 示す 全ての 位置 及び 
7.4.1 の 限界 値に おいて， 温度 範囲の 限度 値 内で 実施し なければ ならない。 
7.4.3 周 囲 温度に おける センサの 組合せ 

7.4.3.1 二つ 以上の センサが 組み合わされて， 一つの 有効 検知 領域 を 構成して いる 場合， 一つの センサに 
ついて， 7.4.1 と 同様の 試験 を 行わなければ ならない。 それに加えて， 図 4 又は 図 5 に 示す 組合せ 部位の 有 
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効検知 領域 を， 次 項の 試験 片を 用いて， 垂直に 作動 力 を 印 加し なければ ならない。 

7.4.3.2 圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロアが 35 kg を 超える 人 を 想定して 設計され ている 場合， 表 1 の 
試験 片 2 及び 作動 力 を 用いる。 

7.43.3 圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロアが 20 kg を 超える 人 （例えば， 子供） を 想定して 設計され て 
いる 場合， 表 1 の 試験 片 2 及び 試験 片 4， 並びに 作動 力 を 用いる。 




1 接続 ケーブル （例) 

2 結合 部 

3 不検知 領域 



図 4 — センサ 間の 結合 部の 試験 位置 
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1 




1 接続 ケーブル （例) 

2 結合 部 

3 不検 知； S 域 



図 5 — センサ 間の 結合 部 及び 接合 部の 試験 位置 

7.4.4 使用 温度 範囲に おける センサの 組合せ （製造業 者に よって 指定され た 温度 範囲） 

7.4.4.1 —つの 有効 検知 領域 を 形成す るた めに， 二つ 以上の センサが 組み合わされ ている 場合， 7.4.2 と 同 

様 の 試験 を ， 使用 温度 範 囲 の 限度 値で 一つ の センサに ついて 実施 し な け れ ばなら ない。 

さ らに， 使用 温度 範囲 内で， 図 4 に 示す 17， 19 及び 21 の 位置， 又は 使用 温度 範囲 内で， 図 5 に 示す 17， 

19， 22， 27 及び 28 の 位置で 有効 検知 領域に 垂直に， 次の 試験 片を印 加す る。 
センサ は， 試験 を 開始す る 前に， 温度 平衡 状態に 達して いなければ ならない。 

7.4.4.2 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアが 35 kg を 超える 人 を 検出す るた めに 設計され ている 場合， 

表 1 の 試験 片 2 及び 作動 力 を 用いる。 

7.4.4.3 圧力 検知 マット 又は 圧力 検知 フロアが 20 kg を 超える 人 （例えば， 子供） を 検出す るた めに 設計 

されて いる 場合， 表 1 の 試験 片 2 及び 試験 片 4， 並びに 作動 力 を 用いる。 

7.5 試験 N0.2 — 応答 時間 （要求 事項 は， 4.3 を 参照） 

この 試験に 用いる センサ は， 最も 応答 時間が 長くなる と考えられる 構成 を 使用し なければ ならない。 
応答 時間 は， 質量 (30 +S" kg の 試験 片 7 (図 6 参照)， 及び 表 1 で 示す 直径 d の 試験 片 2 を 用いて 測定 

する。 

圧力 検知 マット 又は 圧力 検知 フロアが 20 kg を 超える 人 （例えば， 子供） を 検出す るた めに 設計され て 
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いる 場合， 試験 は， 質量 （15 "；； 5 ) kg の 試験 片 8 (図 6 参照）， 及び 表 1 で 示す 直径 J の 試験 片 4 を 用いて 

測定す る。 

試験 片 (図 6 参照) は， その 最下 部が 10 N 未満の 力で 有効 検知 領域に 接して， 電気信号が 生成され るよ 
うに 構成す る。 試験 片は 有効 検知 領域に， 速度 （0.25 丄 m/s で， 垂直に 印 加し なければ ならない。 試験 
片 によって 生成され る 電気信号の 発生 及び 出力 信号 開閉 装置の オフ 状態の 開始 間の 時間 を 測定し なければ 

ならない。 

試験 は， ]， 4， 8 及び 16 (図 3 参照） の 位置， 並びに 応答 時間が 最も 長くなる と 想定され る 任意の 1 位 
置で 実施 し な ければ な ら ない。 

センサの 組合せが， 図 4 に 従って 設定され る 場合， 試験 は， その 組合せ 範囲 内で 測定 場所が 原因で 応答 
時間が 最も 長くなる と考えられる 1， 4， 8 及び 16 (図 3 参照） の 位置， 並びに 17 及び 19 (図 4 参照） の 
位置で 実施し なければ ならない。 

センサの 組合せが， 図 5 に 示す ように 設定され る 場合， 試験 は， その 組合せ 範囲 内で 測定 場所が 原因で 
応答 時間が 最も 長くなる と考えられる 1， 4， 8 及び 16 (図 3 参照） の 位置， 並びに 17， 19， 22， 27 及び 
28 (図 5 参照） の 位置で 実施し なければ ならない。 

試験 は， 上記の 全ての 位置で （23±5) でで 実施し なければ ならない。 指定 温度 範囲の 限度 値で， 1 及び 
16 (図 3 参照） 並びに 17 (図 4 参照）， 又は 17， 22 及び 27 (図 5 参照） の 位置で 実施し なければ ならない。 



単ィ II mm 

a 




1 接続 ケーブル 信号 検出 用 
2 絶縁体 

a 装着 例 
b 導電体 
d 試験 片 直径 



図 6 — 応 答 時間 測定 用 試験 片 7 及び 試験 片 8 

7.6 試験 No.3 — 静 荷重 （要求 事項 は， 4.4 を 参照） 

注記 圧力 検知 フロア は， 機械と 統合して 設計す る ことが 可能で ある。 この場合， 圧力 検知 マットに 
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ついての 要求 試験 を 実施す る こと はでき ない。 
7.6.1 (2 000±50) N の 加圧 力 を 有効 検知 領域の, む \ から 120 mm 以内の 任意の 場所で 8 時間， 試験 片 2 (図 

2 参照） によって， 有効 検知 領域に 垂直に 印 加し なければ ならない。 

出力 信号 開閉 装置 は， 力が 除去され た 後 （マット システムに リセット 極 能が ある 場合， 作動し なければ 
ならない）， 2 分で ォ ン 状態に な ら な ければ な ら ない。 

試験 片 による 有効 検知 領域 表面の 変形 は， 加圧 力 除去の 1 時間 後に 測定し， 変形の 深さが 上面 最下 部 か 
ら 2 nira 以下で なければ ならない。 

7.6.2 (750±20) N の 加圧 力 を 有効 検知 領域の 縁から 120 mm 以内の 別の 場所で 8 時間， 試験 片 1 (図 2 
参照） によって， 有効 検知 領域に 垂直に 印 加し なければ ならない。 

出力 信号 開閉 装置 は， 力が 除去され た 後 （マット システムに リセット 機能が ある 場合， 作動し なければ 
ならない）， 2 分で 才 ン 状態に な ら な ければ な ら ない。 

試験 片 による 有効 検知 領域 表面の 変形 は， 加圧 力 除去の 1 時間 後に 測定し， 変形の 深さが 上面 最下 部 か 
ら 2mm 以下で なければ ならない。 

7.6.3 7.6.1 及び 7.6.2 の 変形 量 測定 後 30 分 以内に， 試験 を 実施した 位置で， 作動 力 及び 応答 時間 を 測定 し 

なければ ならない。 作動 力 及び 応答 時間の 試験に 関して は， 試験 片 2 (表 1 參照） を 使用し なければ なら 
ない。 

圧力 検知 マット 及び 圧力 検知 フロアが 20 kg を 超える 人 （例えば， 子供） を 検出す るた めに 設計され て 
いる 場合， 試験 片 形状 は， 試験 片 4 を 使用し なければ ならない。 
7.7 試験 No.4 — 使用 回数 （要求 事項 は， 4,5 を 参照） 

7.7.1 4.5.1.1 (五つの 場所で それぞれ 10 万 回の 動作） の 試験 は， 図 7 及び 図 8 に 示す ように， 試験 片 6 
(図 2 参照） を 使用して， 実施し なければ ならない。 

作動に ついては， エア シ リンダ 形状 直径 （内径） 50mm， ストローク 量 125 01111のぉ06431:1992準拠の 
もので， エア シ リンダへの 供給 圧力 （0.38±0.02) MPa によって 作動され なければ ならず， この 作動 圧 は， 
試験 片が 有効 検知 領域 に 印 加 される 瞬間に 吸気 口に も 存在し なければ ならない。 

この こと は， エア シ リンダに 直結す る， 又は 短い 空気 管路を 経由して 接続す る 公称 内径 6 mm のェ アバ 
ルブで 達成す る こ と 力 《できる。 この 管路 は， 公称 内径 10 mm 以上， 長さ 200 mm 未満で なければ ならない。 
流量 調整 バルブ は， 下流 側に 取り付けて， 試験 片の 加圧 速度が， （0.55 で) 5 ) m/s になる ように 設置し なけ 
れ ばなら ない。 

有効 検知 領域が センサの 組合せで 構成され る 場合， 試験 片 6 を 図 9 及び 図 10 に 示す 8， 16， 23, 24 及び 
26 の 位置に 印 加し なければ ならない。 この 位置の 一^^ ^は， 7.6.1 の 試験が 実施され た 位置で 実施 し な けれ 
ばなら ない。 この 試験 は， 図 7 〜図 10 のように， 有効 検知 領域に 対して， 二つの 方向に ついて 実施す る。 

それぞれの 方向に ついて， それぞれの 位置で 5 万 回ず つ 実施し なければ ならない （合計 10 万 回）。 この 
試験の 間， 試験 片 6 を それぞれの 位置で， それぞれの 方向に 合計 5 万 回になる まで， 20 回ず つ 連続して 印 
加し なければ ならない。 

この 試験の 間， 出力 信号 開閉 装置 は センサに 接続され， 圧力 検知 マット 又は 圧力 検知 フロア を 作動 させ 
なければ ならない。 センサ は， 製造業 者の 取扱説明書 指定の 固定 ジグを 用いて， 固定し なければ ならない。 

7.7.2 4.5,1.2 ( ■ - つの 場所で 100 万 回の 作動） の 試験 は， 単一の セ ンサ で， 出力 信号 開閉 装置 を 接続せ ず， 
試験 片 5 を 質量 (75+1) kg (図 2 参照)， 垂直 加圧 速度 を (0.5 ジ r) m/s で 印 加し， 実施し なければ なら 
ない。 試験 片は， 有 劾検知 領域 の^から 120 mm 以内の 線 上の 任意の 位置で 100 万 回， 印 加し なければ な 
ら ない。 
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センサ を 支持す る 試験 設備 表面 は， 試験の 間， 垂直 方向で 1mm を 超えて 動いて はならない。 
この 試験の 間， 作動 間隔 は S でなければ ならない。 それぞれの 間隔の 間に， 試験 片 5 は （0,8 
±0.2) S で 有効 検知 領域に 接触し なければ ならない。 . 




I 接続 ケーブル （例） 
2 試験 片 6 (図 2 參照） 
a 不検知 領域 

b 内径 50mm， ストローク 量 125 rnm の エア シ リンダ （ISO 6431:1992 による。） 
C 任意の 部位 
I センサの 長さ 
b センサの 幅 

図 7 — エア シリ ンダの 配置 及び 単一 センサ を 適用す る 作動 回数の 試験 位置 
(作動 力の 水平 分力が， センサ 長 手 方向に 平行に 作用す る。） 



著作 によ り 《? での iMi, ft 職 零ば 禁止され てお り ま す。 
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単位 mm 




接続 ケーブル （例） 
試験 片 6 (図 2 参照） 
不検知 領域 

内径 50 mm, ストローク 量 1 25 i 
任意の 部位 
センサの 長さ 
センサの 幅 



の エア シ リンダ （ISO 6431:1992 による C 



図 8 — エア シ リンダの 配置 及び 単一 センサ を 適用す る 作動 回数の 試験 位置 
(作動 力の 水平 分力が， センサ 短 手 方向に 平行に 作用す る。） 



著作権法 により 無断での 複囊， 転 iw は 禁止され ており ます。 
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1 接£；^ケーブル （例） 
2 試験 片 6 (図 2 参照） 
a 不検知 領域 
b 結合 部 

C 内径 50 mm, ストローク 量 125 mm の エア シ リンダ （ISO 6431:1992 による。） 

d 任意の 部位 

e 結合 部 上の 任意の 部位 

/ センサの 長さ 

h センサの 幅 

図 9 一 エア シ リンダの 配置 及び センサの 組合せ を 適用す る 作動 回数の 試験 位置 
(作動 力の 水平 分力が， センサ 長 手 方向に 平行に 作用す る。） 



著作 観 法に よ り 1« で <^iiM， ま 載 等 は 禁止 されて おります。 
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1 接続 ケーブル （例） 
2 試験 片 6 (図 2 参照） 
a 不検知 領域 
b 結合 部 

C 内径 50rmn， ストローク 量 125 mm の エア シ リンダ （ISO 6431:1992 による。） 

d 任意の 部位 

e 結合 部 上の 任意の 部位 

I センサの 長さ 

h センサの 幅 

図 10 — エア シ リンダの 配置 及び センサの 組合せ を 適用す る 作動 回数の 試験 位置 
(作動 力の 水平 分力が， センサ 短 手 方向に 平行に 作用す る。） 

7.7.3 圧力 検知 マット 又は 圧力 検知 フロアの 機能 は， 試験 片 2 (図 2 参照） を 使用して 作動 力 を 試験し， 
また， 試験 片 7 (図 6 参照） を 使用して 応答 時間 を 試験す る ことによって 確認し なければ ならない。 また， 
この 試験 は， 7.7.1 及び 7.7.2 の 試験が 実施され た 位置で 実施す る。 

圧力 検知 マット 又は 圧力 検知 フロアが 20 kg を 超える 人 （例えば， 子供） を 検出す るた めに 設計され る 
場合， 試験 片 4 (図 2 及び 表 1 参照） を 使用し 作動 力に 関して， また， 試験 片 8 (図 6 参照） を 使用し 応答 
時間に 関して， 追加 試験 を， 前の 場所と 同じ ili- 所で 実施し なければ ならない。 
7.8 試験 No.5 — センサの 出力 状態 （要求 事項 は， 4.6 を 参照） 

表 1 の 作動 力 を 印 加す る 試験 片 2 (図 2 参照） を， 最低 8 時間， 任意の 位置で 有効 検知 領域に 垂直に 印 
加し なければ ならない。 センサの 出力 状態 は， この 作動 力が センサ 上に 印 加され ている とき は， 状態 を 変 
化させ， 作動 力が， 図 A.l， 図 A.2 及び 図 A.3 に 示す ように 除去され るまで その 状態 を 維持し なければ な 
ら ない。 

この 試験の 間， センサの 出力 レベル は， 出力 信号 開閉 装置 を オン 状態に する レベルに 変化して はなら な 

い。 



著 fi^ii 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお り ます。 
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7,9 試験 No.6 — 作動 力に 対する 出力 信号 開閉 装置の 応答 （要求 事項 は， 4.7 を 参照） 

図 A.l， 図 A.2 及び 図 A.3 に 示す それぞれの 機能の 相互関係 は， 試験 片 2 (図 2 參照） を 使用して 試験し 
なければ ならず， また， 表 1 に 示す 作動 力 を 室温 環境で 任意の 位置の 有効 検知 領域に 垂直に 印 加す る。 
7.10 試験 No.7 — 保 全の ための 立ち入り （要求 事項 は， 4.8 を參 照） 

試験 は， 検査で 行わなければ ならない。 
7J1 試験 N().8 — 調整 （要求 事項 は， 4,9 を 参照） 

試験 は， 検査， 及び 製造業 者 指定の サブ アセンブリ を 交換して 行わなければ ならない。 
7.12 試験 Nc).9 — 接続 （要求 事項 は， 4.10 を 参照） 

圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロア 内で 互換性の ある プラグ/ ソケッ トの 異なる 部品の 接続 部分 は， 一 
度に 一つず つ 交換し， それぞれの 差込 式の 接続 部分 を， 電源 オンの 状態で， 切り離さなければ ならない。 
7.13 試験 No.lO — 環境 条件 （要求 事項 は， 4.11 を參 照） 
7.13.1 機能 試験 

次の 試験の 開始 前 及び 終了後に， 圧力 検知 マット 及び 圧力 検知 フロアの 機能 を， 試験 片 2 (図 2 参照） 
を 使用して 検証し， また， 表 1 に 示す 作動 力 を 室温 環境で 任意の 位置の 有効 検知 領域に， 速度 （100±5) 
mm/s で， 垂直に 印 加す る。 この 手順の 間， 出力 信号 開閉 装置 は オン 状態から オフ 状態に 変化し なければ な 
ら ない。 

7.13.2 試験 No.10.1 — 温度 範囲 （要求 事項 は， 4.11.1 を 参照） 

表 2 の 試験 は， 製造業 者が 指定す る 温度 範囲で 実施す る。 



表 2 — 温度 範囲 



試験 手順 


備考 


J1SC 0025:1988 

テス ト N による。 


圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロア は， 動力源に 接続す る。 



加熱 及び 冷却 時の 温度 変化 速度 は， 温度 範囲 全体に わたって， （0.8±0.3) °C/mm でなければ ならない。 
試験 中 （温度 変化 中）， JISC0025 に 従って， 7.13.1 の 機能 試験 を， 1 分 間隔で 実施し なければ ならない。 

この 試験 は， 7.2 で 示す 有効 検知 領域よりも 小さい 検知 領域 を もつ センサ を 使用して 実施す る。 ただし， 有 

効検知 領域の 寸法 は， 400mmX200iTim 以上で なければ ならない。 

7.13.3 試験 No.lO. 2 — 湿度 （要求 事項 は， 4 ,11.2 を參 照） 

耐湿性に 関する 要求 事項 は， 表 3 に 従って 4 日間に わたって 検証し なければ ならない。 



表 3 — 湿度 



試験 手順 


備考 


JiSC 60068-2-3:1987 

テス ト Ca による。 


圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロア は， 動力源に 接続し ない。 



試験 終了後， IEC 60439-1:1999 の 8.2.2.6 に 従って， 絶 抵抗 を 測定し なければ ならない。 
7J3.4 試験 N(U«U — 電磁 両立 性 （要求 事項 は， 4.11.3 を 参照） 

安全 関連 要求 事項 は， lEC 61000-6-3 及び JIS C 61000-6-2 だけ を 参照して 検証 し なければ な ら ない。 ィ 
ミュニ ティ は， 表 4 に 示す 試験 手順に 従って， また， 7.13.1 の 仕様に 示す 特性 値で， 次の 三つの 開閉 状態 



著作権法 により iW での «1、 *«£#は 禁止され ております。 
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に対して 検証し なければ ならない。 

- 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアに 動力 を 供給して いる 状態 

一 圧力 検知 マット 又は 圧力 検知 フロアに 動力 を 供給し， 作動 力 を 加えて いる 状態 

一 圧力 検知 マット 又は 圧力 検知 フロアに 動力 を 供給し， 作動 力 を 取り除いた 後， リセット 実行 前の 状態 



表 4 - 電磁 両立 性 



試験の 種別 及び 特性 値 


試験 手順 


サージ 設置 クラス 3 


J1S C 61 画- 4-5 

'万力， アース 及び 入出力 線 


電気 的 ファス ト トラ ンジ 
ヱント （バース 卜） 
レベル 3 


J IS C 61000-4-4 

試験 時間 ： 2 分 

• 力， アース 及び 入出力 線 


静電気 放電 
レベル 3 


JIS C 61000-4-2 


放射 無線 屑液電 磁界 

レベル 3 


J1S C 61000-4-3 



7.13.5 試験 No.10.4- 振動 （要求 事項 は， 4.11.4 を 参照） 

制御装置 及び 出力 信号 開閉 装置 だけの 振動に 対する 要求 事項 は， 表 5 に 従って 検証し なければ ならない。 
この 試験 中， 10 秒 間隔で， 試験 開始 時 及び 終了 時に， 7.KU に 従った 機能 試験 を 実施す る。 



表 5 — 振動 



試験 手順 


備考 


JISC 60068-2-6:1999 


圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロア は， 動力源に 接続す る。 



7.14 試験 No.ll — 電源 （要求 事項 は， 4.12.1 を 参照） 

4.12.1. の 要求 事項 を， J1S B 9960-1:1999 の 4. の 要求 事項に 従つ て 検証 し な ければ な ら ない。 
7.15 試験 No.12 — 電気機器 （要求 事項 は， 4.13 を 参照） 

電気機器 は ， 4.13 に 示 さ れ る 要求 事項 を 満足す る こと を 検証し な ければ な ら ない。 
7.16 試験 No.13 — ェン クロージャ （要求 事項 は， 4.14 を 参照） 

全ての ェン クロージャ は， JIS C 0920 の 要求 事項に 従って 試験が 行われな ければ な ら な い。 
7.17 試験 N0.14 — JIS B 9705-1:2000 による 制御システムの 安全 関連 部の カテゴリ （要求 事項 は， 4.15 を 参 
照） 

機器 に 対 して 要求され る カテゴリ が JIS B 9705-1:2000 に 従ってい る こと を 確認す るた め， アセスメント 
を 実施し なければ ならない。 

7.18 試験 No.15 — センサ 上面の 滑り やす さ 及び 柔軟性 （要求 事項 は， 4.18 を 参照） 

この 要求 事項に ついては, 特別の 試験が 可能に なる ま で 検査に よ つ て 試験す る こと に 代え る が， 試験 方 

法の 決定に 当たって は， J1SB9713-2 を 考慮に 入れる ことができる。 
7.19 試験 No.16 — センサ 上面の 追加 カバ一 （ii:: 求 事項 は， 4.19 を 参照） 

この 試験 は， 7.1〜7.18 の 各々 の 試験で 最も ふさわし く ない 組合せ を 選択して 実施し なければ ならない。 
7.20 試験 No.17 — 詰まり 又は 異物に よる 故障 （要求 事項 は， 4.20 を 参照） 

この 要求 事項 は， 検査に よって 検証し， 疑問が ある 場合 は， 明確な 試験 を 行わなければ ならない。 



曹胃 法に よ り jWi での. It 鳳 ^尊 は 禁止 さ れて お り ま す。 
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附属 書 A 
(規定） 

リセット 機能の ある 又は リセット 機能の ない 装置 （システム） の 

タイミング チヤ一 卜 

図 A.1 〜図 A.3 は， 作動 力に 対する 出力 信号 開閉 装置の 応答 を 示す （4.7 参照)。 



a) 



d) 



e) 



A 


B 




C 


D 


E 




G 


H 


t 

























a) マツ トシス テム 又は フロア システムへの 電源供給 

b) 作動 力 
C) リセット 信号 

d) センサ 出力 

e) 出力 信号 開閉 装置の 出力 

図 A.1 —作 動力と リセ ッ 卜 信号 及び 出力との 関係 （センサ 出力が リセ ッ 卜 機能に 依存す る 場合） 

状態 A マツ トシス テム 又は フロア システムへの 電源 力 場!? 給され る a)。 リセ ッ ト 信号 C) が 印 加され ていな 
いため， センサ 出力 d) 及び 出力 信号 開閉 装置の 出力 e) は オフ 状態 を 維持す る。 

状態 B マット 又は フロアに 作動 力が 印 加され ない 状態で b)， リセ ッ ト 信号 C) が 印 加され ると， センサ 出 
力 d) がォ ン になって， 出力 信号 開閉 装置の 出力 e) がォ ン になる。 

状態 C マット 又は フロアに 作動 力 カ^ロ わると！))， センサ 出力 d) が オフに なり， 出力 信号 開閉 装置の 出力 
e) が オフになる。 

状態 D リセ ッ ト 信号 C) を 印 加。 センサへの 作動 力が 印 加され ている 間 は b)， リセ ッ ト 信号 C) が 印 加され 

て も， 出力 信号 開閉 装置の 出力 e) は オフ 状態 を 維持す る。 
状態 E マット 又は フロアへの 作動 力が 除去され る b)。 リセット 信号 C) が 入力され ている カミ， センサ 出力 

め 及び 出力 信号 開閉 装置の 出力 e) は オフ 状態 を 維持す る。 
状態 F 状態 E において， リセット 信号 C) が 除去 されても， 出力 信号 開閉 装置の 出力 e) は オフ 状態 を 維持 

する。 




時間 
な= 応答 時間 



著作権法に よ り 無断での 複製， 転 « 等 は續止 さ れて おり ま す。 
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状態 G マツ ト 又は フロアに 作動 力が 印 加され ない 状態で b)， リセ ッ ト 信号 C) を 印 加す る ことによって， 
センサ 出 力 d) がォ ン になって， 出 力 信号 開 閉 装置の 出 力 e) がォ ン になる。 

状態 11 マツ トシス テム 又は フロア システムへの 電源供給が なくなる と a)， センサ 出力 d) 及び 出力 信号 開 
閉 装置の 出力 e) が オフになる。 



b) 



C) 



e) 



A 


B 


C 


D 


E 


F 


G 


H 


t 


























^ 

















a) マツ トシス テム 又は フロア システムへの 電源供給 

b) 作動 力 
C) リセット 信号 

d) センサ 出力 

e) 出力 信号 開閉 装置の 出力 

図 A.2 — 作 動力と リセ ッ 卜 信号 及び 出力との 関係 （センサ 出力が リセ ッ ト 機能に 依存し ない 場合） 

状態 A マット システム 又は フロア システムへの 電源が 供給され a)， センサ 出力 d) が オンになる。 リセ ッ 
ト 信号 C) が 印 加され ていない ため， 出力 信号 開閉 装置の 出力 e) は オフ 状態 を 維持す る。 

状態 B マツ ト 又は フロアに 作動 力が 印 加され ない 状態で！))， リセ ッ ト 信号 C) が 印 加され ると， センサ 出 
力 d) は オン 状態 になって いるの で， 出力 信号 開閉 装置の 出 力 e) がォ ン になる。 

状態 C マツ ト 又は フロアに 作動 力が 加わり b)， センサ 出力 d) が オフに なり， 出力 信号 開閉 装置の 出力 e) 
が オフになる。 

状態！） リセ ッ ト 信号 c) を 印 加。 センサへの 作動 力が 印 加され ている 間 は b), リセ ッ ト 信号 c) が 印 加され 

て も， 出力 信号 開閉 装置の 出力 e) は オフ 状態 を 維持す る。 
状態 E マツ ト 又は フロアへの 作動 力が 除去され b)， センサ 出力 d) が オンになる。 リセ ッ ト 信号 C) が 入力 

されて いるが， 出力 信号 開閉 装置の 出力 e) は オフ 状態 を 維持す る。 
状態お 状態 E において， リセット 信号 C) が 除去 されても， 出力 信号 開閉 装置の 出力 e) は オフ 状態 を 維持 

する。 

状態 G マツ ト 又は フロアに 作動 力が 印 加され ない 状態で！))， リセ ッ ト 信号 C) を 印 加す る ことによって， 

センサ 出力 d) は オンに なって いるので， 出 力 信号 開 閉 装置の 出 力 りが オンになる。 
状態 H マツ トシス テム 又は フロア システムへの 電源供給が なく なると a)， センサ 出力 d) 及び 出力 信号 開 




/二 時間 

な 二 応答 時間 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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閉 装置の 出力 e) がォ フ になる C 




A B 



C 



a) マツ トシス テム 又は フロア システムへの 電源供給 

b) 作動 力 

d) センサ 出力 

e) 出力 信号 開閉 装置の 出力 



G 



H 



f= 時間 
ひ = 応答 時間 



図 A J — リセット 機能が な い 場合の 作動 力 と 出力との 関係 



状態 A マツ トシス テム 又は フロア システムへの 電源が 供給され a), センサ 出力 d) が オンになる。 

状態 B マット 又は フロアに 作動 力が 印 加され ない 状態で b)， センサ 出力 d) が オンに なって いるので， 出 

力 信号 開閉 装置の 出力 e) がォ ン になる。 
状態 C マット 又は フロアに 作動 力が 印 加され b)， センサ 出力 d) が オフに なり， 出力 信号 開閉 装置の 出力 

e) が オフになる。 

状態 G マット 又は フロアへの 作動 力が 除去され b)， センサ 出力 d) が オン 状態に なり， 出力 信号 開閉 装置 
の 出力 e) が オンになる。 

状態 H: マツ トシス テム 又は フロア システムへの 電源供給が なくなる と a), センサ 出力 d) 及び 出力 信号 開 
閉 装置の 出力 e) が オフになる。 



著作権法 により 無断での Bt 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 B 
(参考） 
使用 上の 注意事項 

B.1 一般 

この 附属 書に 示す 事項 は， 取扱説明書に 含める こと を 製造業 者に 推奨す る ものである。 圧力 検知 マット 
又 は 圧力 検知 フロア を 選択す る 場合 は ， 他の 情報 も 考慮 し ， 次 に 示す 推奨 事項 を 含めて 計画 を 立てる のが 

よい。 

B.2 装着 面 （位置） 

装着 面 は， 製造業 者が 規定 した 要求 事項 を 満た さ な ければ な ら ない。 

例えば， 装着 面の 凹凸 は 圧力 検知 マット 及び 圧力 検知 フロアの センサ 機能 を 損なう ことがあ るので， 許 
容 最低 限 ま で 均一 にす るの がよ い。 

センサへの ケーブル 引 込 点 は， 次の こ と 力; 確実になる よう に 考慮す るの がよ い。 

a) 制御装置 は， 適切な 位置に 設置す る。 

b) 接続 ケーブル によって， つまずきの 危険 源 を 生じない。 

C) 保護すべき 領域に 不検知 領域が 生 じ ない。 例えば， 多くの センサで は, 接続 ケーブル 引 込 点 近く に不 

検知 領域が ある 場合が あ るので 注意が 必要で あ る 。 

B.3 センサの 大きさ 

センサ 寸法 を 考慮す る 場合， 危険 源までの 最小 距離 を JISB 9715:2006 の 要求 事項に 従って 考慮す る のが 

よい。 

B.4 選択 基準 

システム を 選択 するとき に 考慮す る 事項の 一部 を， 次に 示す。 

a) セ ンサ 単体で 使用可能 か， 又は 他の 装置 と 組み合わせて 使用す る 必要が あ る か。 

b) 複数の セ ンサを 組み合わせて 使用す る ことができる か。 
C) 不検知 領域 は 回避で きる か。 

d) システム の 操作 頻度 及び 寿命 

e) 出力 信号 開閉 装置の 開閉 能力 

f) セ ンサ 表面上に 乗った ま ま の 滅の静 荷重 

g) 走行， 停止， 旋回な ど， 車両の 通行に よる 荷重 

h) 温度 及び 湿度 

i) 温度 及び 湿度の 急激な 変化 

j) 油， 溶剤， 切削 油， これらの 液体の 混合物な どの 化学 薬品の 影響 

k) 水に よる 影響。 例えば， 清掃 時， 水 漏れな ど。 

1) 切り くず， 粉 じん （塵)， 砂な ど， 異物の 影響 

m) センサの 追加 カバー 

n) 振動， 衝撃な どに よる 応力 



著作権法 によ り 無断での は 禁止され てお り ます。 
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0) 特定の タイプの 溶接 核 器， 無線 トランシーバ などで 見られる， 大 電力の 電磁波 干渉 
P) 大きな 負荷の 開閉に よって 発生す る 可能性が ある， JIS B 99604 で 規定す る 仕様の 範囲 を 超える 電源 
電圧 変動 

q) こ の 規格の 要求 事項 と 異なる 感度 レベル 

r) リセット の 必要性 及 び リセット ボ タ ン の 位置 

S) 圧力 検知 マ ッ ト 又 は 圧力 検知 フロアに 要求され る， J1S B 9705-1 :2000 で 規定 されて いる 制御 力 テ ゴ リ 
t) 特別な 語句， 標識 及び マーキングの 必要性 
II) センサの 固定 方法 



著 flMII 法に よ り l«i での 戳鼹， 欏 戰等は 禁止され てお り ま す。 




a 追加の 固定 式 ガー ドが 設置され ていて， 機械の 危険 区域への 立 入り を 防止して いる。 

b 固定 式 ガー ドと センサと の 間の 危険 区域への 立 入 り を 防止で きる よ う に， 固定 式 ガー ドが 配置 及び n 計 さ れ てい 
る。 この 固定 式 ガードに よって， センサ を 通過し なければ 危険 区域への 立 入りが できない ようになつ ている。 

C 傾斜 をつ けた カバー プレー ト によって， オペレータが 有効 検知 領域の 横 及び 危険 区域 内に 立つ こ とがない よう に 
している。 

d センサが 適切に 取り付けられ ている。 

e センサ 不検知 領域 は， 保 謹 能 を 損なう こ とがない ような 位置に ある。 

f 立 入 地点に 傾斜 を 設ける ことで， センサの エッジ 部で つまずきの 危険 源が 低減され る。 また， この 傾斜 は 接続 ケ 

—ブル も 保護して いる。 
g ケーブル ト ランキング は， 固定 式 ガードの 外側に 設置され ている。 

h リセット ボタン は， 危険 区域が 全て 見 わたせる， 十分に 保護され た 位置に 設けられ ている。 

図 B.1 — 適切な 設置 



著作 鶴 法に よ り *«^での霞製， 転載 等 は 禁止され て おります。 
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a 危険 区域に 対する 固定 式ガ一 ドが 不十分で ある。 

b 危険 区域が 背面から 保護され て おらず， また， 固定 式 ガードが 小さ 過ぎて， それ を 乗り越えて 又は その 下 を かい 
く ぐって 立ち入る ことができる。 

C オペレータ 力く 危険区域内にぁる！^ま械の台座の上に立っこ とができる。 
d センサが 正し く 固定され ていない。 

e このような 位置に センサの 不検知 領域が あるので， オペレータが 危険 区域へ 立ち入る ことができる。 

f S 出した センサの エッジ 部 及び 3 '〉 'えされ ている ケーブルに， つまずきの 危険 源が ある。 敷設され ている ケーブル 

の 保 J がさ れて おらず， fe 械的 mi ーを受 ける おそ れがぁ る 。 
g ケーブル ト ランキングが 固定 式 ガー ドの 内側に 設置され ており， 危険 区域 内への 立 入用 と して 悪用され るお それ 
が ある。 

h 制御装置が 無防備な 位置に 設置され てお り ， そこ を 通る 人から 機械的 損傷 を 受ける おそれが ある。 
i センサ は， 通路 上に 設置し ない。 

J センサ 上方に 設置した 供給 管が 悪用され， センサ を 越えて 危険 区域 内に 進入され る 可能性が ある。 

k センサの 機能 及び 期待 寿命が， 地面の 凸凹の ために 低下す る。 

I 固定 式 ガー ドの 台座 を 利用して， 危険 区域に 立ち入る こ とがで き るよう になって いる。 

m センサが 固定され て おらず， つまずきの 危険 源が ある。 

図] B.2 — 不適切な 設置 



著作撫法^^ょ り||^で^^)複製， 転載 等 は 禁止され てお り ます。 
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附属 書 C 

(参考） 
設計 時の 注意事項 

C.1 一般 

この 附属 書に 示す 事項 は， 製造業 者， 使用者 及び 試験機 関に 対する 手引書と してみ なされる のがよ い。 
次 に 記載す る 注意事項 に 適合し ない こと せ, 必ず し も 製品が 非 安全で ある こと を 意味す る もので はない。 
例えば， 個々 の 設計 上の 問題点 を 代替の 方法で 克服す る こ と も 可能で ある。 

C.2 条件 

C.2.1 頻繁な 作動 

圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロア を 設計す る 場合， これらが 頻繁に 作動す るよう な 用途で も 使用され 
る こと を 考慮す るの がよ い。 生産^ 械で 使用す る 場合， 例えば， 製品の 着脱 作業で は， 一年間で， 同 - -場 
所に おいて 300 万 回 を 超えて 作動す る ことが 予想され る。 このような 場合， 圧力 検知 マツ ト では 足で 踏む 
位置の 感度が 変わって しまう こ とが ある。 
C.2.2 頻繁で ない 作動 

圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロア を 設計す る 場合， これらが たまにし か 作動し ない 用途で も 使用され 
る こと を 考慮す るの がよ い。 また， マット 又は フロアが 作動 するとき は， 信頼性の 高い 動作 をし なければ 
ならない。 

C.2.3 センサ ケーブル 

ケーブルの 損傷 を 検出す るた め， 4 線 式 を 用いる 場合， 配線 は 接点 素子の 完全 性 を 確保す るた め， 接点 
素子の 両端に 配線す るの がよ い。 近接して 配線され， 接点 素子との 接合 部で 開路 した 場合， 不安 全 状態に 
なるこ とが ある。 
C.2.4 例外的な 大 荷重 

状況によって は， 整備 中 又は 工具の 交換 中に， 大 荷重 （例えば， フォークリフト トラック） が センサに 

加わる 可能性が ある。 このような ことが 必要で あれば， 使用者 は， 大 負荷 を かける 必要性 を 製造業 者 Z 供 

給 者に 対して 明確に 確認す るの がよ い。 

C.3 圧力 検知 マツ 卜 
C.3.1 —般 

通常， 圧力 検知 マットの センサ は， 上面， 検出 素子 及び 基部から なる サンドイッチ 形式で ある。 
C.3.2 センサ 表面 

センサ 上面 は， 予想され る 動作 負荷に 耐えられる 材料と する のがよ い。 さ らに， 加えられた 力に よって， 
有効 検知 領域の 部分 を またぐ "プリ ッジ" を 形成す るよう な 永久 変形が 生じない ようにす るの がよ い。 
センサ 上面 は， その 寿命 中， 滑り止め 効果が 続く 設計と する のがよ い。 

使用 中 に 降り かかる こと が 予想 される 液体の 影響 について 配慮す るの がよ い。 例え ば， 液体 によって は 
長期的な 劣化 又は 膨潤を 引き起こす ことがあり， 上面が 危険な 状態に なるほど， もち 上がる 可能性が ある。 
C.3.3 センサの 性能 

センサに は， ほかより 感度が 低い 部分， 及び ほかより 損傷 を 受け やすい 部分が ある。 センサの エッジ 周 
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囲， 入力 ケーブル， チューブ， ファイバ 又は リード 線との 接続 点 近く， 及び 検出 板が 分離して いる 部分で 
は， センサの 感度が しばしば 低下す る ことが 多い。 指定の 作動 力 を 考慮す るの がよ い。 

損傷 及び 早期 故 Pit を 起こし やすい 領域で は， 寿命 試験 を 実施す るの がよ い。 これらの 部分と して は， ケ 
一 ブル 引 込 口， 入力 ケーブルと センサとの 間の 継 手， 及び センサ 内の はんだ 付け 結合 部 又は その他の 結合 
部が 含まれる。 
C.3.4 内部 空隙 

圧力 検知 マットの 検知 部の 空隙 は， 最小限に 抑える のがよ い。 粒径の 大小 を 問わず， 異物の 侵入， 又は 
マツ トを 使用す る 場所に 存在す る 害虫 又は 液体の 侵入 は， センサの 腐食 又は その 感度 喪失の 原因と なる 可 
能 性が ある。 

圧力 検知 マット 表面の 非常に 小さな 穴 は， 定期 点検で 常に 検出で きる と は 限らない。 しかし， こうした 
穴 も， 異物 及び 液体が 圧力 検知 マット 内部に 侵入す るに は 十分な 大きさで ある 場合 も ある。 空隙が 大きく 
なると， 異物， 液体 又は ダストが 空隙に 侵入し， センサの 作動 を 妨げる 障害と なりやすくなる。 
C.3.5 電気 センサ を もつ 圧力 検知 マツ ト 

設計に よって は， 電気 接点 プレートが 使用され る 場合が ある。 プレート は， 通常 時 は 空隙で 分離され て 
おり， 表面に 力 力 枷 わると これが 閉じる。 プレート は， ばね， 絶やお 《ッド 又は 弾力 フォーム によって 分離 
されて おり， これによ つて 空隙が 形成され る。 ばね， 絶 fcl パッド， 弹カ フォーム 及び 接触 プレートの 故障 
の 影お を 考慮す るの がよ い。 センサ 接続 部 も 検討す るの がよ い。 

ま た， 加えられた 力に 対応して， セ ンサ 出力が 直線 的に 変化す るよう に 設計され ている 電気 的セ ンサ も 
ある。 これ は， 抵抗 変化， 容量 変化 又は その他の 効果 を 利用して 実現され る。 

使用 条件 下での 様々 な 部品の 長期的 安定性， 及び 水 又は 他の 薬品の 浸入の 影響 を 考慮す るの がよ い。 
C.3.6 空気 圧 センサ を もつ 圧力 検知 マツ 卜 

空気 圧 センサの 有効 検知 領域に 力が 加わる と， 信号と して 圧力 変化 を 生成す る。 力が 加わって から 信号 
が 出力され るまでの 時間 は， 力が 加わる 位置に 左右され る。 力が 加わって から 信号が 出力され るまでの a 
大 時間 を 考慮す るの がよ い。 
C3.7 光ファイバ センサ を もつ 圧力 検知 マツ ト 

光ファイバ セ ンサの 有効 検知 領域に 力が 加わ ると， 光フ アイ バを 通過す る 光が 変化す る。 発光 装置 及び 
検出器， 並びに ファイバ 内で 起こ り 得る 長期的 変化 を 考慮す るの がよ い。 

設計 段階で は， 光が， 発光 素子から ファイバ を 経由せ ず 直 接受 光 素子に 到達す る ことができな いように 
注意す るの がよ い。 
C.3.8 接続 ケ一 プル 

実 使用 時には， 接続 ケーブル を もって センサが 引きずられる ことが 予想され る。 したがって， 接続 ケー 
ブル と センサと の 間の 結合 部が 重要 となる。 継 手 は， 鋭角 的で 定常 的な 引っ張 り 及び 連続 的 屈曲の 両方に 
耐えられる ものである のがよ い。 代替の 方法と して， ケーブル を 損傷な く 切り離し， 力つ， その後 も 安全 
な 状態が 維持され る 簡便な 手段 を 用いても よい。 
C.3.9 つまずきの 危険 源 

隣接す る ま 面の 高低 差が 4 mm. 以上の 場合， つまずき の 危険 源が 存在す る 。 センサの エッジ 周囲に は， 
つまずきの 危険 源 を 排除す るよう な 措置 を 講じる のがよ い。 適切な 解決策と して は， 検知部 を 床 面と 同- 一 
に 設置す る 力、， 傾斜 20。 の 傾斜 路を 設ける ことで ある。 組合せ 可能な センサ は， 組み合わせた 状態が つま 
ずき の 危険 源と ならない よう に 設計す るの がよ い。 悪条件 下での， 寿命が 劣化す る こと を 考慮す るの がよ 
い。 
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C.4 圧力 検知 フロア 
C.4.1 一般 

圧力 検知 フロア は， 加工 鋼板の よ う な 剛性の 高い 有効 検知 領域の ある センサ を もっている。 
C.4.2 センサ 表面 

センサ 表面 は， 予想され る 動作 負荷に 耐えられる 材料と する のがよ い。 さらに， 加えられた 力に よって， 
有効 検知 領域の 部分 を またぐ "ブリッジ" を 形成す るよう な 永久 変形が 生じて はならない。 
センサ 上面 は， その 寿命 中， 滑り止め 効果が 続く 設計と する のがよ い。 

使用 中に 降り かかる ことが 予想され る 液体の 影響に ついて， 配慮す るの がよ い。 例えば， 液体に よって 
は 長期的な 劣化 又は 膨潤を 引き起こす こ とが あ り， 上面が 危険な 状態に なるほど， もち 上がる 可能性が あ 

る。 

CA3 センサ 表面の 接点 動作の ブロック 

剛性の 高い センサ 表面の 動作 は， 次の 理由で 阻害され る 可能性が ある。 

a) セ ンサ への く さ び 状の 物体に よ る 阻害 

b) センサ 表面 下への， 切りく ず， 粉 じん （塵)， 砂な どの 異物の 蓄積 
C) センサ 表面の 反り 

d) 腐食 又は 着氷に よる， センサ 表面の ガイド ピン 固着 
C.4.4 リ ミツ トス イッチの 使用 

C.4A1 圧力 検知 フロアに リミット スィッチ を 使用す る 場合， 危険 側 故障と ならない ように 選択し， 位置 
決め をし， 制御システムへの 組み込み を 行う のがよ い （図 C.1 参照）。 詳細に ついては， JIS B 9710:2006 
の 5.1〜5.4 を 参照。 





図 C.1— リ ミツ トス イッチの 使用例 



C.4.4.2 圧力 検知 フロアに 使用され る 位置 検出 用スィ ツチの 故障の 原因と して は， 次の ものが 考えられ 
る。 
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a) リ ミット スィ ツチの 化学 薬品に よる 腐食 

b) リ ミ ッ トス ィ ツチの まれに しか 使用し ないた めに 起こる 固着 
C) カム 動作 システム における， カムの 過剰 摩耗 又は 芯 ずれ 

d) リ ミ ッ トス ィ ツチの 取 付 金具の 緩みに よる 位置 ずれ 
C.4.5 接続 ケーブル 

接続 ケーブル は， つまずきの 危険 源 又は 不検知 領域 を 生じる ことなく， また， 損傷 を 受ける ことがない 
ように 設置す るの がよ い。 
C.4.6 つまずきの 危険 源 

隣接す る 表面の 高低 差が 4 mm 以上の 場合， つまずきの 危険 源が 存在す る。 センサの エッジ 周囲で， つ 
まずき の 危険 源 を 排除す るよう な 措置 を 講じる のがよ い。 適切な 解決策と して は， センサ は 周囲の 床 面と 
面 一に 設置す る 力、， 傾斜 20。 の 傾斜 路を 設ける ことで ある。 組合せ 可能な センサ は， 組み合わせた 状態が 
つ ま ずき の 危険 源の 原因 とならな いよう に 設計す る のがよ い。 悪条件 下での， 寿命 中の 劣化 を 考慮す る の 
がよ い。 センサ 表面の 動き 力、 センサ 自体と 周囲の 固定 面との 間で つまずきの 危険 源と なるほど， 大きく 
てはいけ ない （図 C.2 参照）。 



C.4.7 センサ 表面の 取 外し 

圧力 検知 フロア は， センサ 表面 を 取り外した とき， 危険 側 故障 を 生じない ように 設計す るの がよ い。 




1 センサ 表 Ba 
2 ^接する 水平面 



図 C.2 — つまず き 
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附属 書 D 
(参考） 
据付， 検収 及び 試験 

D.1 一般 

この 附属 書に 示す 事項 は， 据付， 検収， 据付後 試験 及び 定期試験 に関して， 製造業 者 及び 使用者 を 対象 
とする 推奨 事項で ある。 

圧力 検知 マツ ト 及び 圧力 検知 フロアの 据付， 保全 及び 試験に 関する 全ての 情報 は， 使用者に 提供す るの 
がよ い。 固定 方法， 潤滑剤， 定期試験 及び 機械 • 電気 部品の 交換 を 含めた， 推奨 事項 を 示さなければ なら 

ない。 また， 使用者に は 圧力 検知 マット 及び 圧力 検知 フロアが 仕様の 範 H 内で 動作して いる こと を 確認す 
るた めに， 適切な 試験 手順 又は システム を 提供す るの がよ い。 

D.2 据付 

D.2.1 正しく 据付を 行うた め， 使用 上の 機械的 及び 電気 的 要求 事項に 関する 情報， 並びに 必要な 場合 は， 
据付 図面 を 提供す るの がよ い。 

D.2.2 製造業 者 は， 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアの 据 付けの ために， どのような 技術 知識 及び 特定 
の 技量が 必要 か を 示す のがよ い。 

D.2.3 据付 後に 実施す る 試験 及び 検査 方法に ついて， 記述す るの がよ い。 
B.3 検収 

D.3.1 検収 に は， 訓練 を 受け た 有資格者が 実施す る 検査 及 び 試験 を 含める のがよ い。 

D.3.2 検査 及び 試験の 結果 は， 記録す るの がよ い。 また， その 記録の 写し は， 使用者が 保管す るの がよ い。 

D.3.3 検収中 は， 次の 点 を 考慮す るの がよ い。 

a) 装着 面 及び 環境 条件が， 使用す る 装置に 適して いるか どうか 確認す る。 

b) J1SB 9715:2006 の 要求 事項に 従って， 安全 距離 を 確認す る。 

C) センサが 定位置に しっかり と 固定され ていて， つまずきの 危険 源がない こと を 確認す る。 

d) 不検知 領域 を 通って， 危険 を 生じる 区域への 立 入 経路が でき る こ とがない よ う にす る。 

e) 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアの 電源を切 つたと き， 機械が それ 以上 動作し ない こ と を 確認す る。 
ォ; に喊 は， 電源 を 再 投入し， 力つ， リセット をし ない 限り， 再起動す るの がよ い。 

f) 作動 力が 有効 検知 領域に 加わって いる 間 は， 危険な 動きが 防止され ている こ と を 確認す る。 

g) 圧力 検知 マツ ト 又は 圧力 検知 フロアで 保護され ていない 方向から， 1: も械の 危険 部分へ 立ち入る ことが 
ないよう に， 必要な 所に 追加 安全 ガー ドを 設けて ある こ と を 確認す る。 

h) 危険 区域 と センサとの 間に， 人が 入れない ようになつ ている こと を 確認す る。 こ れが 不可能 な 場合 は ， 
追加の 保護 方策が 講 じて ある こと を 確認す る 。 

1) 全ての 表示灯が， 正しく 機能す る こと を 確認す る。 

j) 有効 検知 領域 全体に わた り ， 圧力 検知マ ッ ト 及び 圧力 検知 フロアの 感度 を 確認す る。 
k) 機械に 必要な 適切な 安全性 は， 機械 と そ の 保護 装置 と の 間の ィ ン タフ エースの 統合 的 安全性に 依存し 
ている。 J1S B 9705-1:2000 に 従った 力 テ ゴ リ 力、 タイプ C 規格 又は リスク アセスメント によつ て 規定 
されて いる 場合 は， 機械 制御 回路 及び 保護 装置への 接続 部が， 機械 制御装置の 製造業 者 と 保護 装置の 
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製造業 者との 間で 取り決めた ィ ン タフ ヱース 接続 部に 準拠して いる こと を 確認す るの がよ い。 

1) ミュー ティングが 設けて ある 場合 は， 11 械の 動作の 特定の 意図した 期間 (例えば， 危険お ji が 存在し な 

い サイクルの 間な ど） だけ ミュー ティングが 有効で ある こと を 確認す る （J1SB 9705-1 参照）。 
D.4 定期 検査 及び 試験 

D.4.1 定期 審査， 検査の 実施 及び 試験 手順の 作成 は， 有資格者が 行う こと を 推奨す る。 
D.4.2 D.3.3 で 規定 している 審査 を 継続 し て 行 うのが よい。 

D.4.3 定期 検査 を 通じて， システムに 何の 変更 も 加えられ ていない こと， また， システム 全体の 安全性に 
影響す るよう な 変化 （例えば， ブレーキ パッドの 摩耗） が 起きて いない こと を 確認す る。 
D.4.4 全ての 制御装置の ェン クロージャが 閉鎖され ていて， 良好な 状態に あり， キー 又は 工具で しか 開放 
できない こと を 確認す る。 キー は， 指定され た 者が 取り外して， 保管して いる こと を 確認す る。 

機器が， 上記の いずれ かの 試験で 不合格と なった とき は， その iiE を 隔離し， 状態 を 報告し， 力つ， 記 
録 する のがよ い。 機器 (ま， 全ての 障害 （不具合） を 是正した 後で だけ， 再 稼働す るの がよ い。 

D.5 保全 後の 試験 

保全 を 行った 後， EM で 定める 完全な システム チヱ ックを 行う のがよ い。 交換 又は 修理 を 終えた 部品の 
機能に は， 特に 注意す るの がよ い。 
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参考文献 



1 JIS 

[1] JIS B 9702:2000 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメントの 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 14121:1999， Safety of machinery -Principles of risk assessment (IDT) 
[2] JIS B 9704-1:2000 歡械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 及び 試験 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61496-1:1997， Safety of machinery - Electrosensitive protective equipment 
— Part 1 : General requirements and tests (MOD) 
[3] JIS B 9706-1:2001 機械 類の 安全性 一-ぶ 示， マーキン グ及び 作動 一 第 1 部 ： 視覚， 聴覚 及び 触覚 シグ 
ナルの 要求 事項 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61310-1:1995, Safety of machinery -Indication, marking and actuation -Part 
1 : Requirements for visual, auditory and tactile signals (IDT) 
[4] JIS B 9707:2002 械械 類の 安全性— 危険 区域に 上肢が 到達す る こと を 防止す るた めの 安全 距離 

) 王 113 対リ芯 国 I 察 規格 ： ISO 13852:1996, Safety of machinery— Safety distances to prevent danger zones 
being reached by the upper limbs (IDT) 
[5] JIS B 9710:2006 機械 類の 安全性 一 ガー ドと 共同す るィ ンタロ ッ ク 装置 一 設計 及び 選択の ための 原則 
注記 対応 国際規格 ： ISO 14119:1998， Safety of machinery -Interlocking devices associated with 
guards— Principles for design and selection (IDT) 
[6] JIS B 9711:2002 機械 類の 安全性— 人体 部位が 押し つぶされる こ と を 回避す るた めの 最小す きま 

) 主 gri 対-化; 国 US 規格 ： ISO 13854:1996, Safety of machinery — Minimum gaos to avoid crushing of parts 
of the human body ( IDT) 

[7] JIS B 9713-2:2004 機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段— 第 2 部: 作業用 プラ ッ ト フ オーム 及び 

通路 

注記 対応 国 K 規格 ： ISO 14122-2:2001, Safety of machinery - Permanent means of access to 
machinery — Part 2: Working platforms and walkways (IDT) 



2 国際規格 

[1] ISO 7250: 1 996， Basic human body measurements for technological design 
[2] ISO 11429， Ergonomics ― System of auditory and visual danger and information signals 
[3] ISO 14120， Safety of machinery ― Guards ― General requirements for the design and construction of fixed and 
movable guards 

[4] IEC 60073, Basic and safety principles for man- machine interface, marking and identification — Coding 
principles for indicators and actuators 

3 欧州 規格 

[1] EN 982:1996， Safety of machinery ― Safety requirements for fluid power systems and their components — 
Hydraulics 

[2] EN 983: 1996, Safety of machinery ― Safety requirements for fluid power systems and their components — 
Pneuinatics 
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[3] EN 1088:1995, Safety of machinery — Interlocking devices associated with guards — Principles for design and 
selection 
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JIS B 9717-1 ：2011 
(ISO 13856-1 :200i) 

機械 類の 安全性 一 圧力 検知 保護 装置 一 第 1 部 ： 圧力 検知 マツ ト 
及び 圧力 検知 フロアの 設計 及び 試験の ための 一般 原則 

解 説 



この 解説 は， 規格に 規定 • 記載した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行 する もので あり， これに 関する 問合せ 先 は， 財団法人 
日本規格協会 である。 

1 制定の 趣旨 

この 規格 は， 2 001 年に iSO (国際 標準化 機構） から 発行され た， ISO 138 5 6-1: 2 001 (Safety of machinery 
― Pressure-sensitive protective devices — Part 1: General principles for design and testing oi pressure-sensitive mats 
and pressure-sensitive Hoors) を 基に 国際 一致 規格と して 作成した 機械 類の 安全性に 関する 規格で ある。 

ISO で 発行され る 機械 類の 安全性に 関する 規格 を， WTO/TBT 協定の 観点から 早期に 譖際 規格に 準拠し 
た JIS と して 制定す る 必要性に 鑑み， この 規格 を 制定した。 

なお， この 格 は， ISO/IEC Guide 2:2004 (Standardization and related activities -General vocabulary) で 示 
される 標準化の 目的 分類の "安全性" に関する 規格で ある。 

2 制定の 経緯 

この 規格 は， 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員会 （解説の 箇条 6 參照） にお 
いて 作成した 原案に 基づいて 制定した。 

なお， この 規格の 基に なった ISO 13856-1 は， ウィーン 協定に 基づき， EN 1760-1 を 国際規格 化した も 
ので ある。 

なお， 同 国際規格に 基づいた JiS はこれ までに 作成され て おらず， この 制定が 初めての ものである。 
2.1 全般 

類の 安全性に 関する 規格 は， 1992 年に ISO に 設置され た 技術 委員会 ISO/TC199 (機械 類の 安全性） 
において 検討が 進められ てきた。 我が国で は， 1992 年に 社団法人 日本 機械工業 連合会 内に ISO/TC199 国 
内 委員会 を 設置し， 国際規格 案の 審議に 参画して きた。 この 技術 委員会 は， 機械 類の 安全性 規格のう ち， 
タイプ A 規格 （基本 安全 規格） 及び タイプ B 規格 （グループ 安全 規格） を 作成す る 委員会で ある。 この 規 
格 は タイプ B 規格に 該当する。 

3 審議 中 に 特に 問題 となつ た 事項 

3 J 直径 11 mm の テス 卜 ピースに よる 試験 （本体の 4.2 及び 表 1) 

ハイ ヒールの かかと を 想定して お り， 我が国の 作業 現場に おいて は， 作業 者が ハイ ヒール を 履いて 作業 
する こ と はまず ない ので， この テス ト ピース を 用いた 試験 を 実施す る 必要が あるの かどう か 検討した 力、 
圧力 検知 マツ トが 海外で も 使用され る 可能性が ある こと を 考慮し， 対応 W 際 規格の 規定 を そのまま 採用し 

解 1 
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た。 

3.2 つまずきの 危険 源 防止の ための スロープ 傾斜角 （本体の 4.17， C.3.9 及び C,4.6) 

我が国で は， 20。 強〜 30° が 標準で あるが， 実情 数値から 規格 規定値に 修正す る ことによって 圧力 検知 
マット そのものの 構造に 影 • を 及ぼす もので はない。 傾斜角 は マツ ト 設置 上の 問題で ある。 また， この 要 
求 事項 は， つまずきから 生じる 危険 源の 防止で あるので， 傾斜角 そのものの 問題点で はない。 
3.3 センサ 試験 サンプル （本体の 7.2) 

この 規格で は， 1 000 mm X 500 mm としてい る。 テス ト サンプル 1 枚 当た り の サイズと して は 大き く ， 
製造 上の 問題と なること が 指摘され た 力、 この 要求 事項で は， センサ を 組み合わせる ことで テス ト サン プ 
ル とする こ とがで きる。 
3.4 デッド ゾーン （不検 知 領域） について 

危険 区域 （センサ 検知 範囲） に デッド ゾーンが できて しまう。 例えば， 危険 区域で 数枚の 圧力 検知 マツ 
ト を 組み合わせて 使用す る 場合， デ ッ ド ゾー ン とデッ ト ゾ一 ン と が 組み合わ されて しまう ケース が あ る 。 
この 規格で は， 危険 区域 （センサ 検知 区域） に デッド ゾーンが あって はならない としてい る。 また， IEC 
62046 で も 同様の 要求が あ る 。 

この 点に ついては， マット 間 を ブリッジ する， 新規 開発な どに よって デッド ゾーン を 避ける 方策 を 製造 
莱者は 開発す る ことと なる。 

我が国の ふ' i 造 現場に おける 作業 文化から， これらの 数値 規定が 妥当 かどう か 検討し， 修正案の 作成 も 試 
みた 力ま， 対応 国際規格の 数値に ついては ある 一定の 正当性が 認められ たため， この 規格で は 対応 国際規格 
の 数値 を そのまま 採用す る こと と した。 

4 規格 及び 規定の 各項 目に 関する 事項 
4.1 全般 

この 規格 は， 機械 類の 安全性 規格 体系の タイプ B 規格で ある。 この 規格に は， 第 2 部： 圧力 検知 エッジ 
及び 第 3 部： 圧力 検知 バンパーが あり， 種類 別に 圧力 検知 装置が 分類され ている。 これらの 規格 は， 互い 
に 補い 合う 構成で はなく， それぞれで 完結した 内容で ある。 
4.1.1 規格の 体裁に ついて 

この 規格 は， ISO 138S6-1 の 一致 規格と して 作成し， 技術 内容に 変更 は 加えて いない 力ま， 本体の 図 1 を 
一部， 変更した。 

4.1.2 機械 類の 安全性 規格に おける この 規格の 位置づけ について 

JIS B 9700-1 及び JIS B 9700-2 では， 危険 源 除去 及び リスク 低減の ための 技術的 方策 を 3 ス テツ プメ ソ 
ッド として， 次のように 分類して いる。 
- 本質的 安全 設計 方策 
一 安全 防護 策 及び 付加 保護 方策 
- 使用 上の 情報 

この 規格 は， 上記の 安全 防護 策に 該当する 規格で あり， さらに 詳細に 分類す る と 次の 図の "保護 装置" 

の 一つと して 位置づけられる。 
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r- 本質的 安全 設計 方策 3.19 



ス テツ プ 2 



保護 方策 3.18 




安全 防護 物 3.24 








付加 保護 方策 （JISB 9700-2:2004 5.5) 



「ガー ド 3.25 



保護 装置 3.26 



ステップ 2 



M 使用 上の 情報 3.21 
： の 規格の 対 * 外 




注記 I マ I 巾の ふえ 字 は， J1S 9700-1:2004 の 

箇条 番号 を 示す。 



4.2 引用 規格 

a) EN 982 及び EM 983 について 本文 中に， EN 982 (Safety of machinery -Safety requirements for fluid 
power systems and their components — Hydraulics) , EN 983 (Safety of machinery ― Safety requirements for 
fluid power systems and their components - Pneumatics) の 2 件の 欧州 規格が 引用 さ れて レ ^ る せ, 地域 規 
格で ある 欧州 規格 を J1S に そのまま 引用す る ことに ついては， その他の JIS の 例 も あり， 本体の 箇条 
2 (引用 規格） から は 削除し， "参考文献" とした。 

また， 本体の 4.1.2.2 ( 電気 以外の 動力源） で， この 2 件の 欧州 規格が 引用され ている 力く ここで は， 
削除せ ず， "参照" とした。 

b) EN 1070 について この 欧州 規格 は， 西暦 年な しで 引用され ており， 版の 指定がない。 この 規格の 作 
成 時点で は， 改正 中の 規格であった ため， 最新 版 を 引用す る こと を 要求す る ものである 力、 この 規格 
の 作成 担当 技術 委員会 CEN/TC114( 機械 類の 安全性） では， この 欧州 規格 を 廃止す る こと を 決定した。 
近い将来 において， この 欧州 規格が なくなる こと を 考慮し， この 規格から も 削除した。 

なお， この 欧州 規格の 代わりに， J1SB 9700-1:2004 (ISO 12100-1:2003) の 3. (用語 及び 定義） を 参 
照す る こと と した。 

C) EN 954-1 について 対応 国際規格 では， 腸 54-1 (機械 類の 安全性 ― 制御 シ ス テム の 安全 関連 部 一 第 

1 部： 設計の ための - -般 原則） が 引用され ている が， この 欧州 規格 は， ウィーン 協定に 基づき， ISO 
13849-1 として 制定され ている。 また， この a 際 規格と 完全 一致の JIS として， J1SB9705-1 が 既に 発 
行され ている ため， この 規格で は， JISB 9705-1 を 引用 規格と した。 
4.3 用語に ついて 

a) hazard/ 危険 源 この 規格で は， "hazard" は "危険 源" と 訳した。 J1S B 9700-1 及び JIS B 970G-2 と 

合わせた。 

b) shall/ 〜しなければ ならない この 規格で は， "shall" は "〜しなければ ならない" とした。 

C) "should" / "〜する のがよ い" J1SZ8301 (規格 票の 様式 及び 作成 方法） では， "should" は "〜す 
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るの がよ い"， "〜する ことが 望ましい" と 訳す ことにな つてい る。 しかし， この 規格 は 安全性に 関す 
る もので あり， "〜するとよ い" と 訳しても， 推奨より 強い 意味 を もつ ことに 注意が 必要で ある。 
d) sensor/ センサ 本体の 3.3 における "sensor" は， 単体の センサ （独立した 検出 機能 を もつ もの） を 
意味して おり， この 規格で は "センサ" という。 ただし， この 単体の センサ を 複数個 組み合わせて 一 
つの 検出 部と して 機能す る 場合 は， "検出 部" と 表現して ある。 センサの 検出へ ッ ドは センサと はい わ 
ない。 

4.4 "結合 部 及び 接合 部" について 

この 規格の 圧力 検知 マットで は， 1 枚の マットの 外周 部 は 不検知 領域で ある ことが 許容され ている。 し 
かし， 複数の マット スィッチ を 必要な 検知 領域に 敷設した 場合， 圧力 検知 マットの 境目が 不検知 領域で あ 
ると， その 部分 を 伝わって， 圧力 検知 マット を 起動させる ことなく 危険 領域 内への 人の 侵入 を 許す ことに 
なり， 危険で ある。 

対応 国際規格 では， 複数のマッ トスィ ッチを組み合ゎせて!!!5^設した境目を， 結合 部と 接合 部と で 区別し 
て 記述して いる。 結合 部 （JOINT) と は， 2 枚の マット スィッチが 辺 を 接して いる 部分 をい う。 形状 はく 
(矩） 形の 部分と なる。 接合 部 （JUNCTION) と は， 3， 4 枚の マット スィッチが 角 部で 接して いる 部分 を 
いう。 形状 は T 字 又は 十字と なる （解説 図 1 参照)。 

結合 部 (JOINT) の 試験に ついては， 本体の 図 4, 図 5, 図 9 及び 図 10 に 示す 位置に おいて 作動 力 試験 
を 行う。 また， 接合 部 （JUNCTION) について は， 本体の 4.2.2 で 結合 部 及び 接合 部 共に， 本体の 4.2.1 の 
要求 を 満たす よう 求めて いる。 その 結果， 本体の 図 4 の 17〜2] 並びに 本体の 図 5 の 17〜21, 28 及び 27 
で 結合 部の 作動 力 を 試験す る。 本体の 図 5 の 22 は， 接合 部の 作動 力 試験で ある。 








ノ 









3 ^ 



結合 部 （JOINT) 接合 部 ひ UNCTION) 

解説 図 1 - 結合 部 及び 接合 部 



5 懸案 事項 

日本 工業 標準 調査 会 （JISC) の 産業機械 技術 専門 委員会に おいて， この 規格で 規定され る 条 7 試 
験" に対して 検証す る 規定 項目がない こ とが 指摘され た。 試験 結果の 確認 を 行うた め， 通常の 規す; 5 では "妥 
当 性 確認" 又は "検証" の 項目 は 必須で あり 独立した 要求 事項と して 定められる。 この 規格の "懂条 7 試 
験" において， 検証 力 《含まれて いる ことと したが， 形式 上 及び 実務 上 も 通例で はない。 このため， 次の 改 
定の 際に， "妥当性 確認" 又は "検証" についての 要求 事項 を 検討す る ことが 指摘され た。 
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6 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 
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(委員） 



(事務局） 



JIS B 9717- 1 原案 作成 WG 構成 表 

氏名 所属 

セーフ ティー プラス 株式会社 
労働 安全 コンサルタント 
オムロン 株式会社 
プリ ヂス ト ン 株式会社 
株式会社 東京 センサ 



JIS B 9717-1 (圧力 検知 マット 及び フロア） 原案 作成 委員会 構成 表 

所属 

長 岡 技術 科学 大学 
名古屋 大学 
明治 大学 
経済 産業 省 
厚生 労働省 

独立 行政法 人 労働 安全 衛生 総合 研究所 
ビュー 口 ベリ タス 

TUV ライン ランド ジャパ ン 株式会社 
テュ フズー ド ジャパ ン 株式会社 
社団法人 日本 工作機械 工業 会 
社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 
社団法人 日 本 食品 機械工業 会 
長 岡 技術 科学 大学 
独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 
武蔵野 大学 

セーフ ティー プラス 株式会社 
プリ ヂス トン 株式会社 
パナ ソニッ ク 株式会社 

住友 重 機械工業 株式会社 
株式 会ネ土 S〇KUD〇 
三菱 重工業 株式会社 
株式会社 日立 製作所 
トヨタ 自動車 株式会社 
ソニー ファシリティ マネ ジメ ン ト 株式会社 
株式会社 荏 原 製作所 
オムロン 株式会社 
平 田機ェ 株式会社 
株式会社 神 戸 製鋼所 
株式会社 ダイ フ ク 研究 • 研修 セ ン 夕 
株式会社 牧野 フ ラ ィ ス 製作所 
SUNX 株式会社 
IDEC 株式会社 

社団法人 日 本 機械工業 連合会 



浩 襄 孝 知 

栄 俊克 

沼 也 藤 $问 

平 川 佐 高 



査 

主 



旭滋男 彦栄康 一広 久芳道 之 一志 介 浩知治 篤 司直 義 光彦 也 文学 吾 一宣 雄 一 

あ 陽 政 信 博 洋吉滋 元 敏宏弘 孝 洋栄克 健 英 高 博 文 正 博 信 光佳 芳浩 

氏 本 田 殿 口 達 田 上田 川 本 浦 村 原 井嶋 沼 橋 原 川 谷 島 田 藤 田 上下 田 藤 谷川 野 崎 

杉 山 向江 安池 井杉 石山 三 大蓬横 中 平 高 杉 石 中 浦 山 内 坂 井木 永 内 山 長関宮 
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(事務局 



株式会社 東京 センサ 
プリ ヂス トン 株式会社 
プリ ヂス トン 株式会社 
プリ ヂス トン 株式会社 
ブ リヂス トン 株式会社 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 



也彦 久充昭 一 

哲康典 博浩 

村 室 原 橋 村 崎 

中 松 栗 棚 本 宮 
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